
平成２４年４月１１日

文 部 科 学 省

「学術研究の大型プロジェクトの推進に関する基本構想 ロードマップの改訂（案）」

に関する意見募集の実施

科学技術・学術審議会 学術分科会 研究環境基盤部会 学術研究の大型プロジェク

トに関する作業部会において、大型プロジェクトの推進に関する基本構想 ロードマ

ップの改訂（案）が取りまとめられましたので、意見募集を実施します。

１．趣旨
科学技術・学術審議会学術分科会研究環境基盤部会学術研究の大型プロジェクトに関する作

業部会（主査：飯吉 厚夫（中部大学総長））では、日本学術会議が策定したマスタープランを

踏まえ、学術研究の大型プロジェクト推進に当たっての優先度を明らかにする観点から、学術

研究の大型プロジェクトの推進に関する基本構想「ロードマップ」を策定し、平成２２年１０

月に公表しました。

平成２３年９月に日本学術会議がマスタープランの小改訂を行ったことを踏まえ、本作業部

会において、新たに盛り込まれた１５計画を中心に検討が行われ、ロードマップの小改訂（案）

が取りまとめられましたので、意見募集を実施します。

２．意見募集内容
以下の事項について意見を募集します。

○大型プロジェクトの推進の意義や性格等の基本的な考え方について。

○「ロードマップ」の策定方法や内容等について。

○「ロードマップ」の策定が大型プロジェクトを推進するために重要な役割を果たしているか

について。

○大型プロジェクトの着実な推進に向けた社会や国民とのコミュニケーションの強化方策や財

政措置の在り方について。

○財政措置以外に大型プロジェクトの推進に必要とされる施策について。

○その他（上記以外に関する意見）。

３．意見募集期間
平成２４年４月１１日（水曜日）～ 平成２４年５月７日（月曜日）

４．対象となる資料
別紙資料

（お問い合わせ）研究振興局学術機関課 課長 澤川 和宏

課長補佐 杉浦 健太郎

企画指導係長 加藤 達矢

電話：０３－５２５３－４１１１（内線４２９５）

０３－６７３４－４１６９（直通）



○「Ｂファクトリー」や「スーパーカミオカンデ」等の大型プロジェクトは、最先端の技術や知識を結集して

人類未踏の研究課題に挑み、世界の学術研究を先導する画期的な成果を挙げている。

○今後は、社会や国民の幅広い理解を得ながら、大型プロジェクトに一定の資源を継続的・安定的に

投入していくことを、国の学術政策の基本として明確に位置付けることが必要。

○大型プロジェクトは、長期間にわたって多額の経費を要するため、社会や国民の幅広い理解を得な

がら、長期的な展望をもって戦略的・計画的に推進することが必要。

○社会や国民から、大型プロジェクトの意義について十分な理解を得るための取組が必要。
（例：インターネット等を活用した活動実態のきめ細かい発信。科学コミュニケーターの配置など支援体制の充実等）

○新たにプロジェクトを推進する際には、ロードマップを踏まえ、専門家による客観的かつ透明性の

高い事前評価を実施するとともに、進行中のプロジェクトについても、それぞれ適切な時期に評価

を行い、結果に応じて中止や改善等の方針を打ち出すなど、資源の「集中」や「選択」の考え方を

徹底することが必要。

○今後、日本学術会議と関係府省・審議会など関係者の間で、大型プロジェクトの進め方やマスター

プラン、ロードマップ等に関し意見交換が広く行われ、ＰＤＣＡサイクルが効果的に機能し、我が国に

おける大型プロジェクトの重層的・戦略的な推進が図られることを期待。

学術研究の大型プロジェクトの推進に関する基本構想

ロードマップの改訂

－ ロードマップ ２０１２－ （案） 【概要】
（平成24年4月 日 科学技術・学術審議会 学術分科会 研究環境基盤部会 学術研究の大型プロジェクトに関する作業部会）

１．ロードマップの策定

※ ロードマップは、関連施策を推進する上で十分考慮すべき資料として策定。

【ロードマップの記載内容】
・計画概要 ・実施主体 ・所要経費 ・計画期間
・評価結果 ・主な優れている点等 ・主な課題・留意点等 など○日本学術会議の「マスタープラン」を踏まえ、作業部会

において、大型プロジェクトの推進にあたっての優先度

を明らかにする観点から研究計画の評価を実施し、そ

の結果を整理した「ロードマップ」を策定（平成２２年１０月）

※ マスタープランは、日本学術会議が、研究者コミュニティから提案された計画に対し、純粋に科学的視点から評価を実施

し、我が国の学術研究や科学技術の発展に真に必要とされる７分野４３計画をリストアップ。

２．今回のロードマップの改訂

○日本学術会議がマスタープランの小改訂を行い、「マスタープラン２０１１」として公表（平成２３年９月）

○作業部会において、ロードマップの小改訂を実施

※ 新規計画１０計画と旧計画から分化等が行われた５計画の計１５計画を追加するとともに、一部予算化された６計画

を含め１２計画を削除し、７分野４６計画をリストアップ。

※ 基本的にロードマップ策定時の考え方を踏襲。

※ 引き続き掲載されている３１計画については評価結果を維持した上で、今回追加された１５計画について新たに評価

を行いロードマップに整理。マスタープラン２０１１から削除された１２計画のうち、一部予算化に伴い削除された６計画

を現在推進中の計画として別途整理。

３．大型プロジェクトの推進に向けて

※ ロードマップの評価の観点として、日本学術会議のマスタープランのリストアップ基準である①研究者コミュニティの合意、

②計画の実施主体、③共同利用体制、④計画の妥当性のほか、⑤緊急性、⑥戦略性、⑦社会や国民の理解を設定。



意見提出様式 

（ふりがな）            
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※ ご記入いただいた個人情報につきましては、文部科学省ホームページプライバシーポリシーに沿って適切に管理いたします。 

※ 上記枠内は必ずご記入ください（黄色のセルの部分を埋めてください。）。 

別添資料をお読みいただいた上で、以下の点についてご意見をください。 

１．大型プロジェクトの推進の意義や性格等の基本的な考え方についてどのように考えますか。 

  

 

２．大型プロジェクトを戦略的・計画的に推進する観点から「ロードマップ」を策定しましたが、

その内容や策定方法等についてどのように考えますか。 

  

 

３．「ロードマップ」の策定は、大型プロジェクトを推進するために重要な役割を果たしている（果

たしていく）と思いますか。下記の①～⑤より一つお選びください。 

①とてもそう思う。 ②そう思う。 ③どちらとも言えない。 ④あまりそう思わない。⑤全くそう思わない。 

 

４．大型プロジェクトの着実な推進に向けた社会や国民とのコミュニケーションの強化方策や財政

措置の在り方等についてどのように考えますか。 

  

 

５．国等による財政措置以外に、大型プロジェクトの推進のためにどのような取組が必要だと考えま

すか。下記の①～⑪よりお選びください。（複数選択可） 

①研究者コミュニティにおける自発的な議論 

②研究者コミュニティの幅広い合意形成に向けた関係者によるコーディネート（例：大学共同利用機関） 

③幅広い研究者コミュニティの育成（例：関連研究者等への情報発信） 

④実施機関によるコミュニケーション活動 

⑤研究者個人によるコミュニケーション活動（④を除く） 

⑥メディアを通じた情報提供 

⑦研究計画に対する客観的かつ透明性の高い評価 

⑧既存の施設・設備の有効活用等による事業の効率化 

⑨国際的な協力・連携体制の構築 

⑩産業界等の第三者からの支援 

⑪その他（             ）     

６．上記の他、お気付きの点がありましたらご意見をお寄せください。 

  

 

ご協力ありがとうございました。 

回答欄  

上記の回答のうち最も重要と思われるもの  



 

 

 

 

（案） 

 

 

 

 

 

学術研究の大型プロジェクトの推進に関する基本構想 

ロードマップの改訂 
 

－ ロードマップ２０１２ － 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
平成２４年 ３月２１日 

 

科学技術・学術審議会 学術分科会 研究環境基盤部会 

学術研究の大型プロジェクトに関する作業部会 
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 はじめに   

 

学術研究の大型プロジェクトに関する作業部会（以下、「本作業部会」）は、平成２２

年１０月、日本学術会議が策定したマスタープランを踏まえ、学術研究の大型プロジ

ェクト推進に当たっての優先度を明らかにする観点から、学術研究の大型プロジェク

トの推進に関する基本構想「ロードマップ」を策定し、公表した。 

 

その後、平成２３年９月に、日本学術会議がマスタープランの小改訂を行ったこと

を受け、今回、本作業部会において、新たに盛り込まれた１５計画を中心に検討を進

め、本作業部会としての評価結果を盛り込むこと等により、ロードマップについて小

改訂を行うこととした。 

 

そもそも、学術研究の大型プロジェクト（以下、「大型プロジェクト」）は、最先端

の技術や知識を結集して人類未踏の研究課題に挑み、当該分野を飛躍的に発展させ、

世界の学術研究を先導する成果を挙げてきており、今後も、社会や国民の幅広い理解

を得ながら、長期的な展望を持って戦略的・計画的に推進していくことが必要である。 

 

今後とも、このロードマップ等を基本に、国において、大型プロジェクトを推進す

るための予算の確保に向けた最大限の努力を期待するとともに、研究者コミュニティ

においても、ロードマップに示した評価結果を参考に、個々のプロジェクトに関して

活発な議論が行われることを期待したい。 
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 １．学術研究の大型プロジェクトについて  

 

（１）大型プロジェクト推進の意義 

 

○ 我が国においては、これまで、「Ｂファクトリー」、「すばる望遠鏡」、「ス

ーパーカミオカンデ」、「大型ヘリカル」等の大型プロジェクトを推進してきた。

こうしたプロジェクトは、最先端の技術や知識を結集して人類未踏の研究課題に

挑み、当該分野を飛躍的に発展させ、世界の学術研究を先導する画期的な成果を

挙げている。また、Ｂファクトリーにおける実験が小林・益川理論を実証し、ノ

ーベル物理学賞受賞に結びついたように、次代を担う子どもたちをはじめ国民の

科学に対する関心を高め、国民に夢や希望、自信を与えるという意味でも、大型

プロジェクトの推進は極めて重要な意義を有している。 

 
○ 大型プロジェクトには多額の投資を要するため、近年の厳しい財政状況の下で

は円滑な推進が困難になっているが、我が国が強みを有する基礎科学の分野にお

いてこのようなプロジェクトを進めることは、我が国の持続的発展と世界への貢

献の観点から不可欠であると言える。このため、今後、社会や国民の幅広い理解

を得ながら、大型プロジェクトに一定の資源を安定的・継続的に投入していくこ

とを、国の学術政策の基本として明確に位置づけることが必要である。 

 

 

（２）大型プロジェクト推進の基本的な考え方 

 

①大型プロジェクトの基本的性格 

○ 大型プロジェクトについては、これまで概ね、下記のような基本的性格を持つ

ものとして捉え、学術政策上の重要課題として推進してきたところであり、今後

とも、この考え方を維持していく必要がある。 
 

・人類の発展に貢献する真理の探究を目指すことを目的として、研究者の知的好

奇心・探求心に基づく主体的な検討と研究者コミュニティの合意形成により構想さ

れているプロジェクト 

・最先端の技術や知識を集約して人類未踏の研究課題に挑み、世界の学術を先導

する画期的な成果を期するプロジェクト 

・大学における研究・教育を支え、国民の科学への関心を高め、国際的な競争と協

調の中で我が国がリーダーシップを発揮し世界に貢献しうるプロジェクト 

・複数の研究施設がネットワークを形成して、多数の研究者の参加により、全体

として大きなテーマに挑戦するプロジェクト 

 
○ ロードマップで取り扱う大型プロジェクトは、マスタープランに基づき、①大
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型の研究施設・設備を建設・運用する大型施設計画（建設費総額百億円以上が基

本）、②大規模な研究基盤・ネットワークの構築やデータ集積等を行う大規模研

究計画（初期投資及び運営費等の総額数十億円以上）として整理しているが、そ

の定義等については、大型プロジェクトの基本的性格を踏まえつつ、適宜検討を

加えていくことが望まれる。 

 

 

②大型プロジェクトの実施主体 

 

○ 大型プロジェクトについては、今後も、共同利用・共同研究体制により推進さ

れることが適当であり、こうした観点から、実施主体については、大学共同利用

機関や全国共同利用の附置研究所等（共同利用・共同研究拠点）が中心になるも

のと考えられる。また、これら研究所等には、研究者コミュニティの合意形成に

向けたコーディネート機能を担うなど、大型プロジェクトの推進において広範か

つ積極的な役割を果たすことが求められる。 
 
○ 一方で、例えば独立行政法人を実施主体としてトップダウン型の意思決定によ

り行われる大型プロジェクトの中にも、当該プロジェクトの性格や期待される成

果等を考慮すると、多数の研究者の積極的な参画がなければ円滑な推進が難しい

ものもある。このようなプロジェクトについても、研究者コミュニティのボトム

アップ的な意思を整理し、学術研究の大型プロジェクトとして位置付けることが

適当である。 
 
○ なお、ロードマップにおいては、このようなプロジェクトについて、研究シス

テム全体を重層的なものとし、多様な発想を確保する観点から、「本作業部会に

おける検討も参考に、科学技術・学術審議会の他の分科会等における検討が期待

される」旨を明記することとし、両者の協力や協調を得ることに配慮している。 
 

 

（３）「ロードマップ」について 

 

①ロードマップの意義 

○ 大型プロジェクトは、長期間にわたって多額の経費を措置する必要があるが、

内外の学術研究の全体状況はもとより、学術研究に対する公財政支出の状況や今

後の見通し等にも留意しつつ、社会や国民の幅広い理解を得ながら、長期的な展

望をもって戦略的・計画的に推進していくことが必要である。このことを踏まえ、

平成２２年１０月、本作業部会においてロードマップを策定し、公表した。 
 

○ そのベースとなった日本学術会議のマスタープランは、「各計画を純粋に科学
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的視点に立って評価し、妥当性・必要性の検討を行うことにし、予算に関わる順

位付けを行うものではないこと」を方針としている。一方、本作業部会のロード

マップは、予算措置を保証するものではないが、関連施策を推進する上で十分考

慮すべき資料として、大型プロジェクト推進にあたっての優先度を明らかにする

観点から、各研究計画について、本作業部会としての評価結果と主な優れた点や

課題・留意点を整理したものである。 
 

○ また、ロードマップが果たす役割として、下記のことが考えられる。 

・ロードマップにより、科学的評価に基づき、戦略的・計画的な政策決定を行う

ことが可能となる 
・社会や国民の理解・支持を獲得しつつプロジェクトを推進することが可能となる 
・国際的な競争や協力に迅速かつ適切に対応することが可能となる 
・研究者コミュニティが将来目標やその達成のための必要条件を主体的に検討す

る契機を与えることが可能となる 
・異なる研究者コミュニティ同士の相互作用を促進し、複雑な科学的挑戦に対す

る分野横断的な取組を促進することが可能となる 
・研究者コミュニティの意見が予めロードマップという形で整理されることにより、 

１）トップダウン型の意志決定によるプロジェクトにおいても、何らかの形

でボトムアップの意見を反映することが容易になる 
２）補正予算等により、大型プロジェクトへの新たな支援スキームができた

場合にも、研究者コミュニティとして迅速かつ効果的に活用できる 
３）研究開発に関連する文部科学省以外の政府機関にとっても、各分野のニ

ーズを把握することが容易となる 
 

○ なお、近年、欧米においては、欧州の「ヨーロッパ研究基盤戦略フォーラム（Ｅ

ＳＦＲＩ）」、英国の「研究会議（Research Council）」、米国の「エネルギー省

（ＤＯＥ）」によるものなどの大型プロジェクトの推進計画（ロードマップ）が

策定されている。今後、プロジェクトの更なる大規模化等に伴い、国際的な連携

と協力の下で推進することが重要な課題となってくるが、これらのロードマップ

等も活用しつつ、海外の研究機関や研究者との役割分担を明確にして、協力・連

携体制を構築していく必要がある。 

 
 
②ロードマップ策定の効果 

 
○ 平成２２年度から実施されている最先端研究基盤事業において、「大型低温重

力波望遠鏡（ＬＣＧＴ）計画」、「Ｂファクトリー加速器の高度化による新しい

物理法則の探求」など、ロードマップから９つの計画が採択され、すでに計画の

一部が着手されている。 
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○ また、平成２４年度予算において「大規模学術フロンティア促進事業」が創設

され、大型プロジェクトについてロードマップ等に基づき戦略的・計画的な推進

を図ることが明示されている。ロードマップの具体化に向けた国の動きは着実に

進んでおり、今後の更なる展開を期待したい。 
 
○ 研究者コミュニティにおいても、例えば、物理学・生命科学などの分野におい

て大型プロジェクトに関するシンポジウムが開催されたり、日本学術会議第三部

において「理学・工学分野における科学・夢ロードマップ」が策定されたりする

など、積極的な取組が行われている。 
 
○ 今後とも、研究者コミュニティにおいて、ロードマップ等を参考にしつつ、大

型プロジェクトについて活発な議論がなされることを期待したい。その際、広範

な分野の研究者の参加を得ながら、新たな学問領域の創成や異なる分野への波及

効果の創出を含め、幅広い学術研究の推進に資することも期待したい。 
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２．今回のロードマップの改訂  

 

（１）マスタープランの小改訂 

○ 日本学術会議は、平成２２年３月、我が国の学術研究や科学技術の発展に真に

必要とされる７分野４３の研究計画からなるマスタープランを策定した。この 

マスタープランにおいては、初回のみ１年目に小規模な改訂を行うとともに、３

年目毎を目途に本格的な改訂を行う方針が定められており、これに沿って、日本

学術会議は平成２３年９月に「学術の大型施設計画・大規模研究計画 マスター

プラン２０１１」を公表して、マスタープランの小改訂を行った。 

 

○ マスタープラン２０１１では、マスタープランの基本的性格や、研究計画等の

リストアップ基準等に変更を加えることなく、前回と同じ方針で審議を行った。

その結果、新規計画の提案から追加された１０計画と旧計画から分化等が行われ

た５計画が新たに加えられるとともに、一部予算化に伴い削除された６計画を含

め１２計画が削除され、合計４６計画としてまとめられた。 

 
 
（２）本作業部会における審議 

 

①ロードマップ改訂の方針 

 ○ 今回、本作業部会においては、マスタープランが小改訂されたことを受け、ロ

ードマップの小改訂について審議を行った。審議においては、基本的にロードマ

ップ策定時の考え方を踏襲することとし、引き続き掲載されている３１計画につ

いては評価結果を維持した上で、今回追加された１５計画について新たに評価を

行い、ロードマップに位置付けることとした。 

 

 ○ また、マスタープラン２０１１から削除された１２計画のうち、一部予算化に

伴い削除された６計画については、ロードマップにおいて、現在推進中の研究計

画として進捗状況を付記して別途整理することとし、その他の６計画はロードマ

ップから削除した。 

 

 

②各研究計画の審議 

 ○ 上記の方針に基づき、本作業部会では、１５の研究計画を対象にヒアリングを

行った上で審議を実施した。なお、旧計画から分化等が行われた５計画について

は、分化前の評価を斟酌した上で評価を行うこととした。 
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○ 主な検討の経緯は以下の通りである。 

・評価の観点は、日本学術会議のマスタープランのリストアップ基準である、①

研究者コミュニティの合意、②計画の実施主体、③共同利用体制、④計画の妥

当性のほか、⑤緊急性、⑥戦略性、⑦社会や国民の理解を加えて設定 
・上記の観点について、個々の研究計画毎に、３段階で評価を行うとともに、優

れた点や課題等を整理 
・以上の評価結果を基本に、１５計画について以下のとおり整理。 

１）計画推進の上で満たすべき基本的な要件と考えられる上記①～④の観点

における評価に基づき、「ａ」「ｂ」「ｃ」に分類 

２）本作業部会において新たに設定した上記⑤～⑦の観点における評価に基

づき、「ａ」「ｂ」「ｃ」に分類 

・上記１）において「ａ」と評価され、かつ開始年度が早期（平成２５年度以前）

の計画を、基本的な要件が満たされており、一定の優先度が認められる計画と

して、その他の計画と区別して整理 

・全ての計画について、計画の内容、上記１）、２）の評価結果、主な優れてい

る点や課題・留意点等を整理 

・一部予算化に伴い削除された６計画は、現在推進中の研究計画として別途整理 

  

 ○ 今回の評価結果をまとめると、評価を行った１５計画のうち、基本的な要件が

満たされており、一定の優先度が認められる計画が２計画あり、当該計画は、上

記２）については「ａ」及び「ｃ」と整理されている。 

 

○ 今後、日本学術会議のマスタープランは、定期的な改訂を行っていく予定とさ

れているが、これを踏まえて、本ロードマップも定期的な改訂を行っていく。 
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３．大型プロジェクトの推進に向けて 

 

（１）社会や国民とのコミュニケーションの強化 

 

①目標の明確かつ分かりやすい発信 

○ 大型プロジェクトは、最先端の技術や知識を集約して人類未踏の研究課題に挑

むものであり、高度な専門知識を要するプロジェクトとなるが、国民にとっても、

子供からお年寄りまで、その実現に向けて夢を共有できるよう、目標を明確かつ

分かりやすく伝えていく必要がある。 

 

 

②大型プロジェクトと社会や国民との双方向コミュニケーション 

○ 基礎科学には、例えば以下のような特殊性が見受けられる。 

・基礎科学で新しい知見を得るためには非常に息の長い研究が必要である 

・基礎科学への投資は、人類共通の「知」の基盤への国際貢献であるという意味

合いがある 

・科学者の知的好奇心によって得られた知見が偶然にも革命的な成果を産み出し

た例が存在する 

 

○ 大型プロジェクトの着実な推進のためには、社会や国民とともに、上記の基礎科

学の特殊性を踏まえたプロジェクトの意義について十分な議論をし、認識を共有す

ることが必要である。また、大型プロジェクトは、最先端のテーマを扱うとともに、

幅広い波及効果が望まれる性質を有するため、近傍領域の研究者や教員等への情報

発信を行い、当該テーマに関連する幅広いコミュニティを育成していくといった視

点も重要である。 

 

○ このため、例えば、 

・研究者自身が、学校や市民講座におけるレクチャーなど様々な機会を通じて、

プロジェクトの内容や成果、科学の面白さについて分かりやすく発信する 

・インターネットなどを活用して、プロジェクトの進捗や成果に加えて、例えば

施設の建設段階の状況や成果に至らなかった場合の反省など、活動実態をきめ

細かく発信するとともに、国民や社会からの意見にも十分配慮する 

・プロジェクトの実施機関において、双方向コミュニケーションに関する専門的

知識を有する専任教員や科学コミュニケーター、事務職員の配置または専門部

署の整備など、支援体制の充実を図る 

・研究者等に対して、積極的にコミュニケーション活動を行うように促すととも

に、個人の評価につながるよう配慮する 

・プロジェクト実施機関が実施する一般公開等の機会において、研究者に国民と
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の対話を行う場を提供する 

・メディアが必要とする情報等の効果的な提供体制を整えるなど、相互の信頼関係

の構築にも配慮しつつ、ジャーナリズムとの協同による魅力的な情報発信を行う 

といった取組を進めることが考えられる。 

○ 多額の投資を要する大型プロジェクトを着実に推進していくためには、これま

で以上に、社会や国民とともに考え進めていくことが重要である。今後、各研究

計画の実施主体において、社会や国民とプロジェクトの重要性や魅力を共有し、

大型プロジェクトを適正に推進していくため、情報発信等の積極的かつ戦略的な

取組を期待したい。また、次回以降のロードマップの改訂では、評価の観点「⑦

社会や国民の理解」において、各実施主体の取組を積極的に評価していくことが

考えられる。 

 

○ 今回のロードマップの小改訂に当たり、意見募集を実施し、寄せられた意見の

概要を別添資料として取りまとめた。今後、マスタープラン及びロードマップの

改訂に際し、当該意見が適切に反映されることが必要である。 

 

 

（２）今後の大型プロジェクトの推進に向けて 

○ 基礎科学で新しい知見を得るためには、非常に息の長い研究が必要であり、国は

ロードマップ等を基本に、長期的視点に立ち、大型プロジェクトの着実な推進に向

けて、安定的・継続的な予算の確保に最大限の努力をすることが必要である。 
 
○ 平成２４年度に「大規模学術フロンティア促進事業」が創設され、今後の大型

プロジェクトの推進は、ロードマップ等に基づくとの方針が明確に打ち出されて

いる。もとより、大型プロジェクトに関する予算は、当該事業だけに限定される

ものではなく、例えば科学研究費補助金や独立行政法人運営費交付金等によるこ

とが期待されるところであり、国として、様々な手法を駆使しながら、戦略的・

計画的に大型プロジェクトを推進していくことが求められる。 
 

○ 今後、新たに大型プロジェクトを推進する際には、ロードマップを踏まえ、国

民や関係者の意見も十分に反映しながら、本作業部会等において、改めて、専門

家による客観的かつ透明性の高い事前評価を行うことが必要である。 

 

○ その際、目標達成時期をできる限り明確に設定するとともに、既存の施設や設

備の十分な活用や、進行中のプロジェクトの見直し・中止等により、新たなプロ

ジェクトへの資源の重点化を図るなど、限られた資源の効率的な活用について、

十分な工夫が必要である。 
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○ また、進行中の大型プロジェクトについても、プロジェクト毎に適切な時期を設

定し、専門家による客観的かつ透明性の高い評価を実施することが必要である。 

評価の結果、目標達成が見込めないプロジェクトについては、中止や改善等の方針

を打ち出すなど、資源の「集中」や「選択」の考え方を徹底することが必要である。 

 

○ なお、大型プロジェクトの推進に際しては、既存の施設・設備の活用や事業の

効率化・見直しによる経費の節減などを図るとともに、プロジェクトの性格や内

容によっては、費用分担など国際協力の確保、産業界など第三者からの支援の働

きかけなど、安定的・継続的なプロジェクトの推進に向けて、実施機関において

も、更なる自助努力を続けていく必要がある。 

 

 

（３）マスタープランの本格的な改訂に向けての日本学術会議への期待 

○ 大型プロジェクトを戦略的・計画的に推進していくためには、研究者コミュニ

ティとの議論を経つつ、すべての学術分野の大型プロジェクトについて客観的な

評価を行うことが不可欠である。このような観点から、既に欧米において大型プ

ロジェクトの推進計画（ロードマップ）が複数策定されているが、我が国におい

ても、日本学術会議が主体となって、平成２２年３月に４３の研究計画からなる

マスタープランが策定され、平成２３年９月に小改訂が行われたところであり、

これまでの先導的役割に対し、改めて本作業部会として敬意を表したい。 

 

○ また、マスタープランは「科学的意義・妥当性・必要性を継続的に評価・検討

し、適切な選定プロセスにより定期的に策定し直す」こととされ、３年目の本格

的な改訂が予定されている。引き続き、日本学術会議を中心とする研究者コミュ

ニティにおいて議論・検討が重ねられ、より実効性のあるマスタープランへと深

化していくことを期待したい。 

 

○ 本作業部会では、日本学術会議が設定したマスタープランのリストアップ基準

に基づき、計画を推進する上で満たすべき基本的な要件として、研究者コミュニ

ティの合意、計画の実施主体、共同利用体制、計画の妥当性の４つの観点を設定

するとともに、大型プロジェクト推進に当たっての優先度を明らかにするため、

本作業部会において緊急性、戦略性、社会や国民からの理解の３つの観点を新た

に評価に加え、審議を行った。 

 

○ その過程では、ロードマップのベースとなったマスタープランの在り方につい

て、概ね以下のような議論がなされた。これらは、マスタープランを活用してい

る側からの問題提起として行われたものであり、今後、日本学術会議において、

マスタープランの本格的な改訂に際して適宜検討いただくことを期待したい。 
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 ・ マスタープランに記載された計画の総数について、方針（考え方）を明確に

できないか。 

 ・ マスタープランに記載された計画について、分野ごとに緊急性等を明確にで

きないか。また、分野間での選定基準の整合性を、より一層高めることはでき

ないか。 

 ・ 本作業部会での審議において、「計画の実施主体」や「計画の妥当性」など

が不明確と考えられる計画が一部見られたが、マスタープランにおいて、計画

の成熟度をより一層高めていくことができないか。また、我が国の強みを更に

伸ばすことができるか、国際的な頭脳循環につながるかなど、計画の「戦略性」

をより一層明らかにすることができないか。 

 ・ マスタープラン２０１１において、予算化等に伴い計画がスタートしたこと

を理由に削除された計画があるが、着手された計画についてもフォローアップ

ができないか。 

 

○ 今後とも、マスタープランの策定主体である日本学術会議と関係府省・審議会

など関係者の間で、大型プロジェクトの進め方やマスタープラン、ロードマップ

等をめぐる意見交換が広く行われ、ＰＤＣＡサイクルが効果的に機能することを

通じて、我が国における大型プロジェクトの重層的・戦略的な推進が図られるこ

とを期待したい。 



 

- 12 - 

 



１．

２．

３．

４．

（１）

（２）

（３）

（４）

・

・

（５）

５．

「評価」の考え方

【評価①】
　計画を推進する上で満たすべき基本的な要件である①～④の観点に基づく評価結果の合計割合（％）における△の割合に基づき、
以下のとおり「ａ」、「ｂ」、「ｃ」に分類。
　・２０％未満：「ａ」
　・２０％以上、４０％未満：「ｂ」
　・４０％以上：「ｃ」

【評価②】
　作業部会において新たに設定した⑤～⑦の観点に基づく評価結果の合計割合（％）について点数化した上で、「ロードマップ」
策定の際と同様の点数の区分により「ａ」、「ｂ」、「ｃ」に分類。

　【各観点における主な具体的視点】
①研究者コミュニティの合意
　・研究者コミュニティの合意形成の状況はどうか。
②計画の実施主体
　・多数の機関が参画する場合、責任体制と役割分担は明確になっているか。
③共同利用体制
　・共同利用・共同研究の実施体制が確立されているか。幅広い大学の研究者が参画できるか。
④計画の妥当性
　・計画の準備スケジュール・実施スケジュールが明確になっているか。実施可能なスケジュール
　　となっているか。
　・建設費及び運用費は妥当か。十分検討されているか。

⑤緊急性
　・国際競争に著しい後れをとることとなるか。
　・人材の流出が危惧されることとなるか。
⑥戦略性
　・当該分野での世界トップを確実にし、我が国の強みをさらに伸ばすこととなるか。
　・他分野への波及効果等はどうか。
　・国際貢献や国際的な頭脳循環につながるか。
　・将来的な我が国の成長・発展につながるか。
　・計画を実施しないことによる国の損失はどうか。
⑦社会や国民の理解
　・社会や国民に必要性を説得力をもって説明できるか。
　・巨額の国費の投入について、社会や国民に支持していただけるか。

「マスタープラン2011」に引き続き掲載されている計画については評価結果を維持することとし、評価は行わない。

「マスタープラン2011」において新規に追加された計画については新たに評価を行い、「ロードマップ」に位置付けることとする。

「マスタープラン2010」掲載の計画の分化等による転換が行われた計画については、「ロードマップ」における評価を斟酌した上で、
「マスタープラン2011」に盛り込まれた計画に対する評価を行い、「ロードマップ」に位置付けることとする。

評価①において「ａ」に整理され、かつ開始年度が平成２５年度以前の計画（１７計画）を、基本的な要件が満たされており、一定の優先度が
認められる計画として表の前半に整理。

学術研究の大型プロジェクトの推進に関する基本構想「ロードマップ」の改訂

　日本学術会議の「マスタープラン2011」及び作業部会における評価結果に基づき、以下の考え方により整理。

上記（２）及び（３）の評価については、「ロードマップ」策定の際に設定した評価方法・観点により行う。評価は、日本学術会議のマスター
プランのリストアップ基準である「①研究者コミュニティの合意」、「②計画の実施主体」、「③共同利用体制」、「④計画の妥当性」のほか、
作業部会において新たに「⑤緊急性」、「⑥戦略性」、「⑦社会や国民の理解」を加えて設定し、それぞれの観点について、研究計画毎に、
３段階（◎、○、△）で評価。

「計画名称」、「計画概要」、「カテゴリー」、「実施主体」、「所要経費」、「計画期間」：マスタープランより引用。「マスタープラン2011」
において追加された計画の「計画名称」には「（新規）」と記載。

「カテゴリー」：Ａ・・・大型施設計画（大型の研究施設・設備を建設・運用する計画）、
　　　　　　　 　 Ｂ・・・大規模研究計画（大規模な研究基盤・ネットワークの構築やデータ集積等を行う計画）。

「年次計画」：■・・・建設・初期投資期間、■・・・運転・運用期間。

１７計画及び２９計画における計画の並びは、マスタープランにおける分野毎の順序。

「マスタープラン2011」から削除された計画のうち、一部予算化に伴い削除された計画については、「現在推進中の研究計画」として別途整理。

別 表
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１．基本的な要件が満たされており、一定の優先度が認められる計画（１７計画）

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

H22 H26 H27 H31

H23 H32

H23 H24 H25 H27

　（新規）

社会科学統
合データベー
ス・ソリュー
ション網の形
成

社会科学の研究拠点
を結んだ「データベー
ス・ソリューション網」
を整備し、人材育成
や技術開発にとも
なって生じる諸課題
の解決および制度づ
くりの提言をおこなう
ことで、持続可能な
社会づくりの先端研
究を推進する。

Ｂ a

人
文
・
社
会
科
学

人
文
・
社
会
科
学

人
文
・
社
会
科
学

【中心機関】
京都大学地域研究統合情
報センター、東京大学空間
情報科学研究センター、地
域研究コンソーシアム・地
理学連携機構

【連携機関等】
北海道大学、日本大学、
立命館大学、東京女子大
学、法政大学、東京外国
語大学、神奈川大学、名
古屋大学、奈良大学、人
間文化研究機構、国立情
報学研究所　等

【中心機関】
国文学研究資料館

【連携機関等】
東京大学大学院人文社会系研
究科、名古屋大学大学院文学研
究科、北海道大学大学院文学研
究科、東北大学大学院文学研究
科、早稲田大学大学院文学研究
科、慶應義塾大学大学院文学研
究科、京都大学大学院文学研究
科、大阪大学大学院文学研究
科、同志社大学大学院文学研究
科、九州大学人文科学研究院
等（今後、国立国会図書館・国立
公文書館等にも必要に応じ協力
を要請してゆく。）

【中心機関】
東京工業大学（社会理工学
研究科・ソリューション研究機
構）慶應義塾大学、一橋大学
経済研究所、大阪大学、東
北大学文学研究科、統計数
理研究所、名古屋大学経済
学研究所、青山学院大学総
合文化政策学研究科、東京
大学人文社会系研究科

【連携機関等】
スタンフォード大学、ケルン
大学、ミシガン大学、ソウル
国立大学、延世大学、韓国
社会科学データセンター、政
治大学選挙研究センター

総額：90
（初期投資：初
年度と2年度に
各25、運営費
等：3年度20、
4、5年度10）

H23-H27

Ｂ

Ｂ

c

a

a

・社会科学の基盤として公文書等
の重要なデータを蓄積しようとす
る本計画の重要性・緊急性は高
い。
・グローバルＣＯＥプログラムの５
拠点等の連携が図られコミュニ
ティの合意が得られている。

・「地域の知」のグローバルな構造
化の必要性を明確にする必要が
ある。
・どこまでの「地域の知」を対象と
して、どこまで深く研究を推進する
か明確にする必要がある。
・データ収集等の対象地域が日本
のほか、広範囲な国々に及ぶこと
で、成果が中途半端にならないか
懸念される。

・大規模なデータベースを長期的
に持続可能な形で構築・運用する
ため、さらなる体制の強化が必要
である。

開発費：20、
年間運営経
費：７（総額90）

H23－H32年
度

a

a

初期投資：20、
年間運用経
費：年間19×
10年で190

「地域の知」
の資源のグ
ローバルな
構造化と共
有化プラット
フォーム

地域の知の研究資源
（古文書、古地図な
ど）を収集・デジタル
化、構造化する。地
域の研究の飛躍的発
展に資する。収集、
保存管理、検索、分
散利用のため共有化
プラットフォームを開
発・構築し、恒常的拠
点を形成する。

日本語の歴
史的典籍の
データベース
の構築

日本文化の根幹をな
す歴史的典籍の活用
態勢が整っていな
い。著作権・出版権
の法的検討や、新漢
字コード等の開発の
上に、書誌・原本画
像・翻字テキストがリ
ンクしたデータベース
を構築し、万人の利
用を可能にする。

・明確な目標設定がなされた計画
であり、新たな文理融合の成功例
となり、広い分野で利用されること
が期待される。
・本計画は、日本語研究の歴史的
なデータの集大成であり、国家的
事業として早急に実施すべき。
・誰もがアクセス可能な、日本文
化を系統的に捉えるプラットフォー
ムとして、社会や国民の理解が得
られる。

・研究者コミュニティにおける十分
な合意に向けて、さらなる検討が
望まれる。

・我が国がアジアを中心に国際的
に貢献しうる計画である。
・「プラットフォーム」が実現すれ
ば、人文社会科学分野の研究で
広く利用され、大きく研究が進むこ
とが期待される。

主な優れている点等
（年次計画） 評価

①
備考

評価
②

カテ
ゴ

リー
実施主体 計画期間

分
野

計画名称 計画概要

H22－H31
（H22－H26
開発期間、
H27－H31運
用期間）

主な課題・留意点等
所要経費
（億円）
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H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

H22 H31

H27 H28 H29

H22 H25 H26 H31

計画名称 計画概要

エ
ネ
ル
ギ
ー
・
環
境
・
地
球
科
学

エ
ネ
ル
ギ
ー
・
環
境
・
地
球
科
学

分
野

生
命
科
学

（年次計画） 評価
①

a

aH22－H31 a

初期投資：（建
設費）90、
年間運用経費
10

東京大学、京都大学、理
化学研究所、産業総合研
究所、慶応大学、（独）医
薬基盤研究所

計画期間
カテ
ゴ

リー
実施主体

所要経費
（億円）

b

・オールジャパンで創薬基盤の拠
点形成を目指すことは重要であ
り、化合物ライブラリー形成及び
供与システムの構築が諸外国に
比較して遅れていることからも、緊
急性は高い。
・創薬を国全体で見通す可能性を
有しており、創薬のコンソーシア
ムを構築する必要性がある。
・データベースをデータバンク化す
ることは、日本の創薬研究力の向
上にとって必須である。

評価
②

主な優れている点等

・プラズマサイエンスを切り口とし
た新しい考えに基づくチャレンジン
グな計画であり、ネットワークとし
て機能すると考えられる。
・目標とマイルストーンが明確であ
り、プラズマ乱流やスーパーダイ
ヤモンドなど、日本の強みを伸ば
すことが期待される。

主な課題・留意点等 備考

・本計画は、大学共
同利用機関ととも
に独立行政法人が
中心的な実施主体
となるものであり、
本作業部会におけ
る検討も参考に、
科学技術・学術審
議会の他の分科会
等における検討が
期待される。

・本計画の一部は、
「最先端研究基盤
事業」に採択された
ものであり、当該事
業の選定の観点は
本作業部会におけ
る評価の観点とは
異なるものの、本
作業部会における
指摘が採択事業の
今後の推進に活か
されることが期待さ
れる。

・核融合科学研究所と日本原子
力研究開発機構との協力体制を
強化するとともに、ITERも含めた
長期的な見通しと総合的な戦略を
明確にする必要がある。
・巨費を投じてきた成果がいつ確
実に出るのか疑問が残る。
・さらなる基礎的研究の重要性を
社会や国民の理解を得る工夫が
必要である。

・私立大学も含めた多くの大学の
参画と、強力な共同利用体制の
構築が望まれる。
・学術的にどのように体系的な成
果が得られるのかを明確にするこ
とが望まれる。

非平衡極限
プラズマ　全
国共同連携
ネットワーク
研究計画

核融合、高エネル
ギー密度、ナノ・バイ
オまで広く展開する
最先端プラズマ物理
研究の方法論を、非
平衡極限プラズマと
いう共通学理から連
携し研究ネットワーク
化を推進。核融合エ
ネルギーの実現や新
機能物質創成研究を
加速

B a

・大規模計画としての推進の理由
が、従来の研究費の枠組みでは
推進が難しいというだけの印象を
受けるため、社会や国民の理解を
得る観点からも明確化すべき。
・計画の推進体制に関する必然
性が明確でなく、科研費では実現
できない研究基盤の構築が求め
られる。

c

九州大学応用力学研究
所、大阪大学工学部、電
気通信大学、名古屋大学
工学部、東北大学工学
部、核融合科学研究所

・２計画が並行して進められること
となるが、それぞれに特色があ
り、相互のポジティブフィードバッ
クが期待される。
・我が国のエネルギー問題解決
への寄与が期待され、国として進
めるべき計画である。

創薬基盤拠
点の形成

生命科学の進展によ
り疾患に関する理解
が格段に深まり、創
薬研究の気運が高
まっている。しかし日
本の大学等の公的機
関には基盤設備がな
いため、本格的創薬
研究は行えない状況
にある。この恒常的
拠点形成を目的とし
た計画。

A

【中心機関】
核融合科学研究所、日本
原子力研究開発機構

【連携機関等】
筑波大学、東北大学、富
山大学、京都大学、大阪
大学、九州大学の関連セ
ンター等の大学・研究機
関、The European Joint
Undertaking

高性能核融
合プラズマの
定常実証研
究

核融合エネルギーの
早期実現のためには
高温高密度プラズマ
の定常保持の実証が
不可欠であり、核燃
焼実験炉計画ＩＴＥＲ
と相補的に我が国独
自のヘリカル方式に
よるLHDの最高性能
化計画と、トカマク方
式のJT-60SA計画が
これを担う。

ＬＨＤ：H22－
H33施設整
備及び運
転、
ＪＴ６０ＳＡ：
H19－H27建
設、H27－
H29運転

ＬＨＤ：設備投
資123、運転実
験経費721、
JT60SA：設備
投資（日本分
担）217、運営
費34.4（他、既
存設備解体・
改造費要）

H22－H31
(H25まで設
備)

設備費：63、
運営費等：20

Ｂ

（JT60SA）

（LHD）

H22 H33
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H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

H25

H22 H33

H26 H31

計画名称 計画概要
カテ
ゴ

リー

分
野 実施主体

所要経費
（億円）

計画期間
（年次計画）

物
質
・
分
析
科
学

物
質
・
分
析
科
学

建設期間：
H24－H26
H29－H31
運用期間：
H26－H31

建設費：
　480

運用経費：
 75/年

・物質・分析科学分野のユーザー
コミュニティのための汎用的な大
型施設であり、日本の国策として
推進されるべき計画である。
・純粋科学から応用科学まで幅広
く、学術全体への大きな波及効果
が期待され、国民の理解も得られ
やすい。
・実施主体について、共同利用・
共同研究の実績が認められるとと
もに、それぞれの個性を活かした
責任体制が明確になっている。

c

・物質生命科学と高エネルギー科
学技術というユニークな最先端融
合により、新領域の開拓が期待で
きる。
・汎用性の高い装置であるJ-
PARCを積極利用するための重要
な計画と言える。
・JAEAとKEKという目的の異なる
機関を超えて検討が進められて
おり、実施主体が明確である。

備考

・生命科学も含めたユーザーの範
囲が極めて広いため、ビームライ
ンの増設計画等の段階において
幅広い意見集約を行うことが望ま
れる。
・産業界からの支援も含め、幅広
いコミットメントを得ながら計画の
実現性を高めていくべき。

・21世紀モホール計画の意義や
具体的な成果目標についてさら
に、国民の理解を得る必要があ
る。

・本計画は、独立行
政法人が中心的な
実施主体となるも
のであり、本作業
部会における検討
も参考に、科学技
術・学術審議会の
他の分科会等にお
ける検討が期待さ
れる。

・物性物理学分野における位置づ
けや成果と経費の比較などに基
づき、優先順位を明確にしていく
必要がある。
・ビームラインの実現による研究
インフラの整備までを目的とする
のか、物質生命科学研究におけ
るブレークスルーを起こすところま
で推進するのか、目指す成果を明
確化することが必要。
・社会や国民の理解を得るための
積極的な活動が求められる。

評価
②

主な優れている点等 主な課題・留意点等
評価
①

A
JAEA、KEK 物質構造科学
研究所、J-PARC センター
等

理化学研究所、高輝度光
科学研究センター、KEK

建設期間：
H22－H33

運用期間：
H22－

a

a

c

b

・国家基幹技術として深海掘削を
行い地球内部の炭素・水サイクル
を解明する計画であり、同分野の
研究者の連携も取れている。

a

Super-KEKB計画と
の連携による超高輝
度軟Ｘ線・VUV光源
の整備（KEK-X計
画）、およびSPring-8
の改造による回折限
界エミッタンスを持つ
X線用蓄積リング型
放射光源の実現
（SPring-8 II計画）。

高強度パル
ス中性子・
ミュオンを用
いた物質生
命科学研究

J-PARC物質生命科
学実験施設(MLF))の
中性子およびミュオ
ン実験ステーション
のビームラインの高
度化および将来計画
ビームラインの実現
により、物質科学・生
命科学分野の研究に
強力なツールを提供
する。

放射光科学
の将来計画

・本計画の一部は、
「最先端研究基盤
事業」に採択された
ものであり、当該事
業の選定の観点は
本作業部会におけ
る評価の観点とは
異なるものの、本
作業部会における
指摘が採択事業の
今後の推進に活か
されることが期待さ
れる。

A

建設費：
　200

運用経費：
　20/年

エ
ネ
ル
ギ
ー
・
環
境
・
地
球
科
学

海洋研究開発機構
2000（建設、運
転・運用等は
分けて記入

H25-H35

　（新規）

新統合国際
深海掘削計
画

深海掘削により地球
システムにおける炭
素・水循環を理解す
る。そのために、「ち
きゅう」について
7000m級大水深掘削
に向けた改造を行
い、米国、欧州の分
担する掘削船も総合
的に活用する国際共
同研究体制を作る。

A

H24 H29
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H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

H23 H28

H22 H26 H27 H31

H30

計画名称 計画概要 実施主体

物
理
科
学
・
工
学

物
質
・
分
析
科
学

分
野

物
理
科
学
・
工
学

（年次計画）

b

建設期間
H22－H26
運転期間
H27－H31

主な優れている点等

・カミオカンデを利用する計画とし
て我が国で進める価値・利点があ
る。
・ファシリティ（加速器）があるのに
利用できない状況は非効率的で
あり、実験施設拡充の緊急性は
高い。
・基礎科学と原子力開発研究を統
合するアプローチに意義があり、
実績もある。
・国際的に日本の当該分野の地
位は高く、目指す成果の科学的意
義も大きい。
・世界のリーダーとして引きつづき
発展させていくべきである。

・日本が誇る伝統ある研究領域で
あり、生命科学等との融合により
新しい領域を生み出すダイナミズ
ムが期待できる。
・成果が生産活動や生活に結び
つくことが期待され、社会や国民
の理解が得られる。

建設費総額：
380、
年間運用経
費：25

a

a a

・「すばる望遠鏡」との効果的な協
働や、鏡の作成を日本が担うこと
など、計画の妥当性が高い。
・国際協力による計画であるもの
の、実施主体が明確であり、共同
利用体制についても十分な実績
を有している。
・宇宙天体に関する知の蓄積は
戦略性の観点から重要であり、国
際協力であることから、社会や国
民の理解も得られる。

J-PARC加速
器の高度化
による物質の
起源の解明

J-PARC加速器の主
リングビーム強度の
増強、ニュートリノ
ビームラインの大強
度対応、ハドロン実
験施設の拡張とビー
ムラインの整備を行
い、さまざまなビーム
を用いた素粒子原子
核実験を世界最高感
度で行う。

A

評価
①

評価
②

A

建設費：
 300

運用経費：
 30/年

東京大学物性研究所、大
阪大学極限量子科学研究
センター、東北大学金属材
料研究所、（独）物質材料
研究機構

所要経費
（億円）

a

a

30m光赤外
線望遠鏡
（TMT）計画

直径30mの光赤外望
遠鏡をハワイに建設
し、ダークマター・
ダークエネルギーの
物理、初期宇宙の銀
河形成史、太陽系外
惑星特に生命が存在
し得る地球型惑星の
探査、ブラックホール
の物理の解明など、
広範な宇宙解明の最
前線を開く。

我が国の主要強磁場
施設の連携による
ネットワーク型研究
拠点（強磁場コラボラ
トリー）を構築し、パ
ルスおよび定常強磁
場の特徴を活かした
オールジャパンの運
営体制で共同利用・
共同研究を推進す
る。

強磁場コラボ
ラトリー（次世
代強磁場施
設）計画

・本計画の一部は、
「最先端研究基盤
事業」に採択された
ものであり、当該事
業の選定の観点は
本作業部会におけ
る評価の観点とは
異なるものの、本
作業部会における
指摘が採択事業の
今後の推進に活か
されることが期待さ
れる。

備考

・原研とKEKの体制をさらに強化
する必要がある。
・費用などについて明確な方針を
出すべき。
・原子核物理やJ-PARCについて
十分な理解が得られていない点
があること、巨額の経費を要する
ことから、他国との費用分担も含
め多角的な検討を行い、社会や
国民への理解増進に努めること
が必要。

・米国主導のプロジェクトであるこ
とから、我が国のプレゼンスの確
保に関するコミュニティの努力が
期待される。
・運営経費も含めて巨額の経費を
要する計画であり、社会や国民の
理解を得ることが重要。

【中心機関】
自然科学研究機構国立天
文台

【連携機関等】
東京大学、京都大学、東
北大学、広島大学、名古
屋大学、北海道大学、大
阪大学、東京工業大学、
愛媛大学、茨城大学、埼
玉大学　等

A

【中心機関】
高エネルギー加速器研究
機構（KEK）

【連携機関等】
日本原子力研究開発機
構、理化学研究所仁科加
速器研究センター（予定）、
大阪大学核物理研究セン
ター（予定）、東京大学宇
宙線研究所（予定）　等

カテ
ゴ

リー

・物理学・物性物理学分野のコ
ミュニティにおいて議論を深め、当
該分野の他の計画も含めた優先
順位を明確にすることが望まれ
る。
・計画の具体的な方向性を明確化
することが必要。

主な課題・留意点等

建設期間：
H23－H26
H23－H27
運用期間：
H23－H28

計画期間

H24－H31
（建設）
H30－
（運用）

建設費：1300、
運用経費：50 /
年
（日本は各1/4
程度を分担）

H27

H24 H31
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H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

H22 H31

H23 H25 H26 H28

H23 H30

（年次計画）カテ
ゴ

リー
実施主体

所要経費
（億円）

計画期間
分
野

計画名称 計画概要

物
理
科
学
・
工
学

宇
宙
空
間
科
学

物
理
科
学
・
工
学

A

b

b

評価
②

主な課題・留意点等

・我が国が中心となって推進すべ
き計画であり、国際的なリーダー
シップが期待できる。
・国際協力のもとで計画が進めら
れることや、冷却システムのスピ
ンアウトが期待できる点において
学術的な意義が高く、社会や国民
の理解も得られやすい。
・JAXAを中心に約10年に亘って
入念に計画が準備されてきたこと
は評価できる。

主な優れている点等

a

・京大の原子炉実験所を中心とし
たネットワークの責任体制が明確
になっている。
・大学が有する我が国唯一の教
育・研究用の原子炉として、運転
を持続させるとともに、維持発展
すべき。
・利用分野は広がっており、特に
ガン治療などの医用について国
民の理解が得られる。
・原子力人材を育てる教育機関と
しても重要な役割を担う。

・オールジャパンとしての原子力
研究に位置づけられておらず、大
学や独法全体における検討が必
要。
・期待される成果と緊急性につい
て更なるアピールが必要。

京都大学原子炉実験所 a a

複合原子力
科学の有効
利用に向け
た先導的研
究の推進

・日本の特色を活かす計画であ
り、技術的には大きな成果が期待
される。
・超高強度レーザーによって新し
い研究分野への拡がりが期待さ
れる。

・研究者コミュニティからのサポー
トや共同研究への展開において
不十分な点がある。
・グリーンイノベーション等と結び
つけずに、本計画が目指す本質
を明確にすることが重要である。

人類社会の持続的発
展には原子力・放射
線の利用が必要であ
る。本計画では、研
究炉・加速器を用い
る共同利用・共同研
究を軸に、複合的な
原子力科学の発展と
有効利用に向けた先
導的研究を推進し、
その拠点を形成す
る。

高エネル
ギー密度科
学研究推進
計画

サブエクサワットレー
ザーを開発し、前人
未踏の超強度場を実
現することにより、相
対論的プラズマ物
理、非線形量子電磁
力学を開拓する。高
エネルギー密度科学
のフロンティアである
超高強度場の国際研
究拠点を目指す。

・宇宙科学全体におけるプライオ
リティと人知にもたらすインパクト
を明確にする必要がある。
・費用分担も含めた国際協力・国
際共同体制が重要であり、計画の
更なる強化を期待。

a

評価
①

宇宙航空研究開発機構、
東京大学、名古屋大学、
国立天文台、欧州宇宙機
構 (ESA)、SPICA 観測装
置コンソーシアム（約10 カ
国）、韓国国立天文台
(KASI)、ソウル大学、
NASA　等

次世代赤外
線天文衛星
（SPICA）計
画

「ビッグバンから生命
の誕生まで」の宇宙
史の解明を目指す赤
外線天文衛星。絶対
温度6Kまで冷却した
口径3m級の大型望
遠鏡を搭載すること
により、赤外線での
圧倒的な高感度を達
成する。日欧協力を
軸とした国際ミッショ
ン。

備考

【中心機関】
大阪大学レーザーエネル
ギー学研究センター

【連携機関等】
大阪大学光科学センター、
原子力研究開発機構関西
研究所

B

B

・本計画は、独立行
政法人が中心的な
実施主体となるも
のであり、本作業
部会における検討
も参考に、科学技
術・学術審議会の
他の分科会等にお
ける検討が期待さ
れる。

H23－H30
（建設期間）
H30－H35
(運用）

総額：90
（初期投資：
84、運営費等：
6）

H23－H25年
度：大型装置
設置、H26－
H28年度：研
究課題実施

H22－H31
初期投資：60、
運用経費：38
×10年

製作：330、
運用費等：5.6/
年
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H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

H23 H29 H30

H23

宇
宙
空
間
科
学

情
報
イ
ン
フ
ラ
ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー

a c

大規模分散
型高性能計
算および
データ共有シ
ステム

学術を推進するため
に必要となる最新鋭
のクラウド型計算資
源および大規模なス
トレージを効果的に
分散配備し、広い分
野の研究者の利用に
供するための共有分
散型情報基盤の整備
と必要なソフトウェア
の研究開発を推進す
る。初期4年の成果を
評価し、恒常的な運
用を目指す。

・我が国のお家芸である地球電磁
気圏観測をマルチスケールで行う
ものであり、磁気圏の探索には未
だ開発すべき余地が残されている
ことからも、成果が期待される。
・「プラズマ宇宙観」を確立していく
ためにも重要な計画であり、学術
的な意義が大きい。
・研究者コミュニティ内の議論に基
づき十分な合意がなされている。

・学術研究プロジェクトとして、「ど
のような方法で何をどこまで明ら
かにするか」を明確にする必要が
ある。
・計画の焦点が絞られていないこ
とや、プラズマ宇宙観に関する理
解が困難であることから、より活
発に広報を行い、計画の意義を国
民に伝えることが望まれる。
・組織だった共同利用体制の確立
と、経費分担も含めた国際協力・
国際共同の一層の強化が望まれ
る。

【中心機関】
JAXA 宇宙科学研究本部

【連携機関等】
東京大学、京都大学、名
古屋大学　等

所要経費
（億円）

複数衛星に
よる地球磁
気圏探査
（SCOPE）計
画

宇宙プラズマの「その
場」で衛星編隊によ
る同時マルチ・スケー
ル観測を実施し、磁
気圏現象における大
規模ダイナミクスと鍵
となるミクロ物理との
連携（スケール間結
合）を理解するため
の実証的基盤を与え
る。

A

B

国立情報学研究所、学際
大規模情報基盤共同利
用・共同研究拠点（北海道
大学、東北大学、東京大
学、東京工業大学、名古
屋大学、京都大学、大阪
大学、九州大学の情報基
盤センターによるネット
ワーク型拠点）

・本計画の一部は、
「最先端研究基盤
事業」に採択された
ものであり、当該事
業の選定の観点は
本作業部会におけ
る評価の観点とは
異なるものの、本
作業部会における
指摘が採択事業の
今後の推進に活か
されることが期待さ
れる。

・当該計画で国際競争の最先端
になりうるのか疑問が残る。
・素粒子や天文、物性・分子物理
分析といった分野で機関間のネッ
トワークが組まれるが、これらの
分野から提案されている大型研
究との強い連携が求められる。
・共同利用・共同研究拠点として
の活動の延長にあり、緊急性を明
確にする必要がある。

・本計画は、独立行
政法人が中心的な
実施主体となるも
のであり、本作業
部会における検討
も参考に、科学技
術・学術審議会の
他の分科会等にお
ける検討が期待さ
れる。

・e-Scienceへの対応は、国が戦
略的に取り組むべきものであり、
情報基盤群の有効活用は国民の
理解も得られる。
・多くの科学分野の基盤として、学
術的な意義が大きい。

ca

計画期間

運用経費：10/
年

H23－H29
（建設期間）
H30－ （運
用）

製作：185、
運用費等：４/
年

運用期間:
H23－

分
野

計画名称 計画概要
カテ
ゴ

リー
実施主体

（年次計画）
主な優れている点等

評価
①

評価
②

主な課題・留意点等 備考
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２．上記１以外の計画（２９計画）

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

H23 H28

H22 H25 H26 H31

H22 H31

分
野

人
文
・
社
会
科
学

生
命
科
学

生
命
科
学

評価
②

・心が起因する社会問題が多い
中にあって、心の問題には社会的
な要請・注目があり、現代的問題
解決に向けた学術面からの貢献
が具現化することが期待される。
・科学的に興味深い大きなテーマ
の研究計画であり、挑戦的なアプ
ローチである。

b

a

計画名称 計画概要

次世代ゲノム
科学を基盤と
した環境適応
戦略研究拠
点の形成

生物は常温の他、極
限環境(温泉、雪氷
下、砂漠、深海など)
に適応して棲息する
力を持つ。この多様
な環境適応機構につ
いて次世代ゲノム科
学を基盤に解析し、
その知的資源を地球
環境、食料、医療問
題の解決に役立て
る。

生物多様性ホットス
ポットの生態系・生物
多様性監視のための
指標群および広域・
長期観測データの統
合・分析法の開発。
複雑で動的な対象の
包括的理解にもとづ
く温暖化、富栄養化、
外来生物侵入の影響
の評価および予測。

心の先端研
究のための
連携拠点
（WISH）構築

心の神経・社会・進
化・発達・文化的基
盤の解明と社会科学
への応用を、霊長類
研究の成果を活かし
つつ文理連携体制で
推進し、計画終了時
に世界初で最先端の
「心の先端研究」拠
点機関を設立する。

生物多様性
の統合生物
学的観測・
データ統合
解析ネット
ワーク拠点

Ｂ

c
・生物多様性の保全に関する社
会の認知度は高く、生物種を早急
に把握する緊急性が認められる。

b

評価
①

備考

56

【中心機関】
統合生物学大型研究総括
チーム （日本学術会議統
合生物学委員会との連携
のもとに新たに組織され
る）、日本長期生態学研究
ネットワーク(JaLTER)

【連携機関等】
 東北大学、名古屋大学、
北海道大学、東京大学、
国立環境研究所　等

初期投資：80、
運営費など：
100

Ｂ

b

主な課題・留意点等

・様々な機関において「心の健康」
の課題が取り組まれている中で、
本計画の優位性を明らかにする
必要がある。
・大型研究としての期待にどのよ
うに応えていくのか、戦略性と具
体性をより明確にする必要があ
る。
・成果の明確化や社会への実装
の観点から十分な準備が行われ
ることが望まれる。

計画期間

b

（年次計画）

【中心機関】
京都大学総合人間研究ユニット（文・
教育・総合人間学部・人間環境学研
究科・情報学・こころの未来研究セン
ター、霊長類研究所、野生動物研究
センター、高次脳機能研究セン
ター、高等教育研究開発推進セン
ターから構成）

【連携機関等】
慶応義塾大学人間知性研究所（慶
応大と理化学研究所の共同構成）、
北海道大学社会科学実験研究セン
ター、東京大学進化認知科学研究セ
ンター、お茶の水女子大学生涯発達
追跡研究センター、玉川大学脳科学
研究所（米国カリフォルニア工科大
学との国際連携）、理化学研究所脳
科学総合研究センター、自然科学研
究機構生理学研究所（機構内での
領域融合センターを含む）

実施主体

Ｂ

カテ
ゴ

リー

【中心機関】
基礎生物学研究所、国立
遺伝学研究所、理化学研
究所バイオリソースセン
ター、東京大学（総合文化
研究科、理学系研究科、
新領域研究科）、千葉大学
園芸学部、海洋研究開発
機構、国内研究コミュニ
ティ（山形大学、筑波大
学、立教大学、愛媛大学、
広島大学、山口大学、
熊本大学など）

・本計画は、「最先
端研究基盤事業」
に採択されたもの
であり、当該事業
の選定の観点は本
作業部会における
評価の観点とは異
なるものの、本作
業部会における指
摘が採択事業の今
後の推進に活かさ
れることが期待され
る。

・科研費規模の計画という印象が
あり、大型予算を要する意図が明
確でない。
・成果目標や実施主体が明確で
なく、拠点を構築する意義と機能
について明確化すべき。

・ネットワークの中心拠点を明確
にする必要があり、その体制を確
立するためにコミュニティの合意
を求めることが重要。
・従来の考え方・進め方と比較し
て斬新性が低い。
・関連学会の現時点の意見を集
約したものであり、計画として十分
に成熟したものではない印象を受
ける。

主な優れている点等

H22－H25：
建設期間
H26－H31：
運転・運用期
間

H22－H31

・バイオリソースの充実は日本の
生命科学を推進する上で緊急の
課題。
・成果の科学的基盤が広く、科学
技術創造立国政策に寄与する。

初期投資：16、
年間運用経
費：9

所要経費
（億円）

H23－H28
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H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

H22 H23 H24 H28

H23 H24 H32

H23 H27

分
野

計画名称 計画概要
カテ
ゴ

リー
実施主体

所要経費
（億円）

計画期間
（年次計画）

生
命
科
学

生
命
科
学

生
命
科
学

b

評価
①

a

主な課題・留意点等

糖鎖科学の
統合的展開
をめざす先端
的・国際研究
拠点の形成

Ｂ

ゲノム医療開
発拠点の形
成

ゲノム解析技術の爆
発的進歩に基づき、
パーソナルゲノム（個
人の全ゲノム配列）
により、最適な診断・
治療方針を進める
「パーソナルゲノム医
療パラダイム」を実現
し、医療の質を格段
に高めるための拠点
を形成する。

初期投資：31.1
（1年目、2年
目）、年間運用
経費：88.8

糖鎖科学の重要な柱
である構造解析と機
能解析の統合的展開
により、先端的・国際
研究拠点の形成をめ
ざす。とくに、進展著
しい質量解析・NMR
の成果と、日本が
リードしてきた糖鎖遺
伝子・ノックアウト解
析の成果を融合し、
医学・生物学の諸課
題の解決に貢献す
る。

臨床研究推
進による医学
知の循環と
情報・研究資
源基盤の開
発研究計画

H22－H23：
建設期間、
一部運転・運
用期間
H24－H28：
運転・運用期
間

・生物学的に本分野からどのよう
な重要な成果が出たのかを明確
にすることが必要。
・国際展開が不十分であり、我が
国がリーダーシップをとれるような
戦略が必要。

・世界をリードする糖鎖科学の加
速に資する研究であり、当該分野
の国際的拠点を担うべき計画。
・医学・分子物理化学の統合とし
ての成果が期待できる。

Ｂ

【中心機関】
理化学研究所、名古屋大
学、分子科学研究所、大阪
大学、九州大学、京都大学、
北海道大学、東京大学、東
北大学

【連携機関等】
立命館大学、大阪成人病セ
ンター、東京都老人研究所、
岐阜大学、高エネルギ-加速
器研究機構、産業技術総合
研究所、大阪府立母子保健
総合医療センター研究所、東
海大学、宮城県立がんセン
ター、愛知医科大学、神戸薬
科大学、高知大学、お茶の
水女子大学、東北薬科大
学、創価大学　等

b b

東京大学、国立遺伝学研
究所、東京医科歯科大
学、大阪大学、慶應義塾
大学

b

総額：450
（初期投資：
150、年間運営
経費：30）

研究成果の実用化を
加速する「橋渡し研
究基盤」と日常の臨
床データを全国規模
で集積、解析する「臨
床情報基盤」を併せ
持つ恒常的拠点を形
成し、基礎研究から
臨床医学、臨床医学
から基礎研究への
「知の循環」を実現。

Ｂ

H23：建設期
間
H23－H27：
運用

東京大学医学部附属病
院、京都大学医学部附属
病院、大阪大学医学部附
属病院、九州大学病院、
千葉大学医学部附属病
院、筑波大学病院、国立
国際医療センター、国立精
神神経センター、国立長寿
医療センター、理化学研究
所

・どの程度の解析とデータベース
化を進めれば学問成果になるの
かを明確にする必要がある。
・従来の疾患関連遺伝子研究支
援との違いが明確でない。
・本計画は「臨床研究推進による
医学知の循環と情報・研究資源
基盤の開発研究計画」の一部とな
りうるのではないか。また、他のゲ
ノム関係計画とまとめることも考え
られる。

初期投資：
120、年間運用
経費：20

a

H23：建設期
間
H24－H32：
運転・運用期
間

主な優れている点等

・将来の医薬・医療開発に役立つ
ことが期待されるため、国民から
の理解が得られやすい。
・国の科学技術立国政策に寄与
する。

・学術界のネットワークが本質的
な役割を果たす計画のため、研究
者コミュニティの議論をより充実す
べき。
・個人情報の公開や他機関での
使用等に係る問題がクリアになっ
ているのか。
・発展性をもたせるために、厚労
省との連携を更に進め、当該分野
におけるロードマップが策定され
ることが望まれる。

・日本人のゲノムの多様性解析が
諸外国に比べて遅れていることも
あり、緊急性が高い計画である。
・難治難病に悩む人を救うという
目的が明確であり、社会的な理解
は得られる。
・産業界も含めた幅広い波及効果
が期待できる。

評価
②

備考
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H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

H23 H27

H22 H31

H23 H32

主な課題・留意点等
カテ
ゴ

リー
実施主体

所要経費
（億円）

計画期間計画名称 計画概要

生
命
科
学

生
命
科
学

分
野

生
命
科
学

c

b

評価
①

主な優れている点等

c

MRIの更なる性能向
上には、超高磁場を
用いた装置・駆動用
ソフトウエア、それら
を駆使する分析法の
開発が喫緊の課題で
ある。10テスラ超臨
床用装置を開発・運
用し医理工の学際的
人材育成も担う研究
拠点を形成する。

生体内のあらゆる代
謝産物を主として質
量分析計により網羅
的、包括的に解析す
るメタボロミクス研究
を飛躍的に発展・普
及させるため、解析・
化合物収集・データ
ベース構築を行う中
核となる拠点を形成
する。

・食品の機能解析と食品安全の
理解など、異なる目的が１つに
なった計画という印象を受けるた
め、整理が必要。
・得られる知見が、社会において
速やかに活用されるような工夫が
必要。
・拠点を構築することで、当該分
野の研究がどのように進展するの
かを明確にする必要がある。
・中核機関が未定であり、実施主
体や共同利用体制が明確になっ
ていない。

初期投資：10
（機能性食品
精密解析装
置）、
年間運用経
費：10

初期投資：
50、年間運用
経費：18×10
年

H22－H31 c

建設費総額：
150、年間運用
経費：50

bcＢ

食品機能の
活用とその科
学的検証シ
ステムの研
究拠点の形
成

複合的な食品機能の
科学的な検証システ
ムの確立を目指し、
食品機能のin vivoで
の評価、消化管内で
の成分動態解析、新
規機能成分の探索
と、それらのデータの
統合・解析のための
研究拠点を形成す
る。

メタボローム
研究拠点の
形成

次世代高機
能MRIの開発
拠点の形成

東京大学、慶応大学、国
立医薬品食品衛生研究
所、大阪府立母子健康総
合医療センター研究所、大
阪大学、理研植物科学研
究センター

Ｂ

Ｂ

東京大学、京都府立医科
大学、大阪大学、日本大
学、筑波大学、九州大学、
京都大学　等

東京大学、三重大学、新
潟大学、京都大学

・標準サンプルとしての化合物ラ
イブラリーの必要性などは、「創薬
基盤拠点の形成」計画との関係
性もあり、一体的に推進すること
も考えられる。
・大型科研費等によって個別に行
われる研究のような印象を受ける
ため、どのように拠点を形成し、当
該研究テーマを飛躍的に発展さ
せるのかを明確にすることが必
要。
・時間をかけて長期的に推進すべ
き。

備考

・共同利用体制の充実が望まれ
る。
・装置の維持・管理の観点から、
関連研究者の意見集約を行うな
どコミュニティ全体の協力体制の
強化を図るべき。
・７テスラーのMRIが現時点でどの
程度必要とされるのか、目標達成
に向けた道筋も含めて明確化す
べき。

・異分野融合による新しい学問領
域の開拓に期待できる。

H23：建設期
間
H23－H27：
運用期間

初期投資
（H23－
H25）、運用
期間（H23－
H32）

・社会の期待に応える計画であ
る。
・研究分野の重要性から、拠点化
による推進体制の確立という効果
に期待できる。

・イメージングに関する拠点形成
は、21世紀の学術の進展に大きく
寄与するものであり、緊急な成果
が求められている。
・高機能MRIの開発はユニークで
あり、日本として行うべき研究であ
る。

評価
②

（年次計画）

H25
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H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

H23 H28 H29 H32

H23 H26 H27 H32

H23 H27 H28 H33

分
野

所要経費
（億円）

計画期間計画名称 計画概要 実施主体

生
命
科
学

生
命
科
学

生
命
科
学

主な優れている点等

・国際的な共同研究として、テー
マや装置の分担などについて議
論することが必要である。
・生命科学分野からの共同利用
の需要を明確にする必要がある。
・我が国の強みを更に伸ばすこと
ができるかなど、計画の戦略性等
について一層の説明が必要であ
る。

・本計画は、独立行
政法人が中心的な
実施主体となるも
のであり、本作業
部会における検討
も参考に、科学技
術・学術審議会の
他の分科会等にお
ける検討が期待さ
れる。

・参加大学のネットワークによる相
乗効果や共同利用体制を明確に
する必要がある。
・他国や国際協力によるプロジェ
クトとの連携や分担を明確にする
必要がある。

・多様な研究の展開のために複数
の拠点を整備する計画だが、各拠
点が有効に連携する体制について
検討が必要である。
・理化学研究所の研究プロジェクト
等との整合性を明確にしつつ、コ
ミュニティの合意を深めるなど、更
なる検討が行われることが望まれ
る。

評価
①

b

c

評価
②

（年次計画）カテ
ゴ

リー
主な課題・留意点等 備考

b c
・世界的に研究が活発な分野であ
り、日本の強みを活かした計画が
推進されることが期待できる。

H23-H33

初期投資：20
6年度設備投
資：20
運営費：10/年
Ｘ10年=100

b

・エピゲノムとプロテオームに関す
る日本全体の研究ネットワーク
は、今後の生命科学の基盤となる
ものである。

b

・国際宇宙ステーション「きぼう」を
活用した特色のある研究計画で
ある。

　（新規）

シームレス脳
科学の創成
を目指した計
測・操作研究
プラット
フォームの設
立

本研究計画では、人
固有の社会性の理解
を睨んだ統合的な脳
機能の理解のため、
分子・細胞・神経回
路・システム・行動
の、各階層間をつな
ぐシームレス脳科学
分野の創成を展開す
る基盤拠点を形成す
る。

Ｂ

東京大学、北海道大学、
東北大学、京都大学、大
阪大学、九州大学、自然
科学研究機構新分野創成
センター、生理学研究所、
基礎生物学研究所、理化
学研究所、放射線医学総
合研究所

総予算350
初期投資：50、
運用費等：年
間30×10年＝
300

H23－H32

　（新規）

国際宇宙ス
テーションに
おける宇宙
生命科学研
究計画

国際宇宙ステーショ
ンの本格的運用が始
まったが、研究設備
は開発時のまま更新
されていない。最先
端生命科学研究に対
応した５種の新規研
究設備を「きぼう」実
験棟に設置し、宇宙
生命科学研究を飛躍
的に発展させる。

Ｂ

宇宙航空研究開発機構、理
化学研究所、東北大学、筑
波大学、群馬大学、東京大
学、東京医科歯科大学、東
京薬科大学、千葉大学、お
茶の水女子大学、横浜国立
大学、金沢大学、富山大学、
信州大学、岐阜大学、名古
屋大学、名古屋女子大学、
藤田保健衛生大学、京都大
学、京都工芸繊維大学、大
阪大学、大阪市立大学、大
阪府立大学、奈良県立医科
大学、岡山大学、広島大学、
徳島大学、愛媛大学、鹿児
島大学、放射線医学総合研
究所

建設費：100
運搬設置費：
30
運用費：10/年

建設：H23-
H26
運搬設置：
H25-H27
運用：H26-
H32

　（新規）

ヒトプロテオ
ゲノミクス
ネットワーク：
ヒト生命と病
気の解明を
目指す研究
体制の構築

エピゲノムとプロテー
ムをプロテオゲノミク
スとして統合し、オー
ルジャパン型ネット
ワーク体制を構築し、
ヒトの生命と病気を
解析する。

｛中心機関】
九州大学、徳島大学、新
潟大学、熊本大学

【連携機関等】
東北大学、東京大学、横
浜市立大学、京都大学、
大阪大学、国立遺伝学研
究所、理化学研究所、産
業技術総合研究所、国立
がん研究センター、医薬基
盤研究所、東京都医学研
究機構

B
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H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

H24 H33

H23 H24 H25 H32

H23 H24 H33

生
命
科
学

エ
ネ
ル
ギ
ー
・
環
境
・
地
球
科
学

主な優れている点等

・構造生物学の新たな局面を切り
開く計画である。

b

・高齢化社会という課題に対応
し、我が国の強みを活かして卓越
した拠点の形成を目指すことは意
義がある。

・タンパク3000など、これまでのプ
ロジェクトの評価を踏まえつつ新
たな観点を打ち出す必要がある。
・複数拠点のネットワークとする必
要性や一体感が不明確であり、実
施主体に関して更なる検討が必
要である。
・関連する研究に成果を還元する
ことを含め、我が国の強みを更に
伸ばすことができるかなど、計画
の戦略性等について一層の説明
が必要である。

主な課題・留意点等 備考

・本計画は、国立大
学とともに独立行
政法人が中心的な
実施主体となるも
のであり、本作業
部会における検討
も参考に、科学技
術・学術審議会の
他の分科会等にお
ける検討が期待さ
れる。

・観測の成果が広く学術研究に活
用される方策を明らかにすること
が期待される。
・新たに追加された航空機による
観測計画と、衛星による観測計画
を有機的に関連づけながら、それ
ぞれの特色が更に発揮できるよう
にしていくことが必要である。

b

宇宙航空研究開発機構、
東京大学、北海道大学、
九州工業大学、九州大
学、横浜国立大学、京都
大学、琉球大学、名古屋
大学、首都大学東京、気
象研究所、国立環境研究
所、海洋研究開発機構、
NPO法人沖縄台風セン
ター研究会、WMO

c
・国家基幹技術としての宇宙開発
に関わる計画としての必要性が認
められる。

c

衛星計画予算
4000−5000(運
営費:1500)
航空機計画予
算5年間の運
用費として70
内訳:航空機運
用費40、台風
研究センター
の運営・研究
施設 の整備
10、航空機搭
載機器の開発
10、人件費10

H23-H32

　（新規）

システム構
造生命科学
研究開発事
業計画

生体内で起こる複雑
な生命現象を理解す
るため、構造生命科
学と理論生物学・シ
ステム生物学を融合
し、「機能する構造」
を解明し生命機能を
統合的に理解するシ
ステム構造生命科学
研究を行う。

B

兵庫県立大学、大阪大
学、東北大学、北海道大
学、東京大学、京都大学、
名古屋大学、国立遺伝学
研究所

初期投資:60
年間運営費:60
×10年

H24-H33 b

・口腔疾患と全身疾患の関係を明
確にしながら、歯学分野の拠点と
しての特色が更に発揮されるよう
にしていく必要がある。
・欧米の研究拠点との国際比較
や具体的な戦略目標をを明らか
にする必要がある。

　（新規）

先進歯学研
究拠点の形
成

少子高齢化社会の到
来により口腔の疾病
構造が大きく変化し
たため、これに対応
する先進的歯科医学
の開発が急務となっ
ている。世界をリード
する「先進歯学研究
拠点」を形成して、こ
のような社会の変遷
に対応する。

B

生
命
科
学

【中心機関】
大阪大学、東京医科歯科
大学、東北大学

【連携機関等】
国内の歯科大学・歯学部
及び関連機関、歯学系関
連学会、北米・ヨーロッパ・
アジア諸国の大学歯学部

120（初期投
資：20、年間運
用経費：10）

　（新規）

衛星及び航
空機を利用し
た地球観測
システムの
構築と大気
海洋科学研
究の推進

地球温暖化が急激に
進行しつつある現
在、正確かつ詳細な
地球観測が必要であ
る。本計画では、人
工衛星・航空機を用
いた地球観測システ
ムの構築と、これらを
大気海洋科学研究に
資するための運用体
制を確立する。

AB H23-H33 b

分
野 実施主体

所要経費
（億円）

計画期間
（年次計画） 評価

①
評価
②

計画名称 計画概要
カテ
ゴ

リー

（衛星）

H23 H25 H26 H33

（航空機）
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H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

H23 H26 H27 H32

H24 H30 H33

H23 H30 H31

カテ
ゴ

リー
実施主体

所要経費
（億円）

評価
②

計画名称 計画概要 備考主な優れている点等 主な課題・留意点等
分
野

c

b
・火山、地震の多い我が国におい
て必要かつ緊急性のある研究計
画である。

・赤道MUレーダー、広域地上観測
ネットワーク、SOLAR-C衛星の３
つのプロジェクトにより構成されて
いるが、これらを有機的に関連づ
けながら、それぞれの特色が更に
発揮できるようにしていくことが必
要である。
・「太陽地球系の統合過程」という
統合的な学術テーマについて、ど
のようなブレークスルーをもたらす
のか明確にする必要がある。

・研究目標に対し、どこまで達成で
きるのか、何がどの程度解明され
るのかを明確にする必要がある。
・大学等との連携により、研究船
の共同利用体制の一層の強化が
必要である。
・我が国の強みを更に伸ばすこと
ができるかなど、計画の戦略性等
について一層の説明が必要であ
る。

・本計画は、国立大
学とともに独立行
政法人が中心的な
実施主体となるも
のであり、本作業
部会における検討
も参考に、科学技
術・学術審議会の
他の分科会等にお
ける検討が期待さ
れる。

b

b

京都大学生存圏研究所、
九州大学宇宙環境研究セ
ンター、名古屋大学太陽
地球環境研究所、宇宙航
空研究開発機構、国立天
文台

東京大学地震研究所、北海道大
学大学院理学研究院、弘前大学
大学院理工学研究科、秋田大学
大学院資源工学研究科、東北大
学大学院理学研究科、東京大学
大学院理学系研究科、東京工業
大学火山流体研究センター、東
京工業大学理工学研究科、名古
屋大学大学院環境学研究科、京
都大学大学院理学研究科、京都
大学防災研究所、高知大学理学
部、鳥取大学大学院工学研究
科、九州大学大学院理学研究
院、鹿児島大学大学院理工学研
究科、千葉大学大学院理学研究
科、東海大学海洋研究所、立命
館大学総合理工学研究機構、海
洋研究開発機構、防災科学技術
研究所、高エネルギー加速器研
究機構

H24-H33

総額380（地上
観測＝10年計
画）
設備350、
運営30

（年次計画） 評価
①

設備費（掘削
経費を含初期
投資）1,500
運営費300
（30/年ｘ10年）

H23-32

計画期間

・従来の地球環境科学と宇宙空
間科学の接点となる計画であり、
両者の融合による新たな展開が
期待できる。

エ
ネ
ル
ギ
ー
・
環
境
・
地
球
科
学

東京大学、海洋研究開発
機構、北海道大学、東北
大学、東京海洋大学、東
海大学、名古屋大学、三
重大学、京都大学、広島
大学、愛媛大学、九州大
学、佐賀大学、長崎大学、
鹿児島大学、琉球大学
等

建設（研究船
建造）500
運転・運用300

H23-H32 b c
・海洋の複合的観測によって海洋
環境保全を担うなど、社会的貢献
が期待される。

　（新規）

海洋環境保
全を担う統合
観測システ
ムの開発と
構築

気候変化と海洋生態
系の相互作用を解明
し，大震災等による
海洋汚染に対処する
には，研究船，衛星，
ブイ，モデルによる統
合観測システムの構
築が必須。しかし，研
究船は耐用年数を迎
え，システムの核を
失いつつある。

A

　（新規）

太陽地球系
結合過程の
研究基盤形
成

太陽地球結合系のエ
ネルギー・物質フ
ロー解明のため、最
も変動が活発なイン
ドネシア域に総合観
測拠点を構築し、こ
れを中核に大気・電
離層・地磁気等の全
球観測網を整備す
る。太陽活動変動特
性の衛星観測を推進
する。

A

エ
ネ
ル
ギ
ー
・
環
境
・
地
球
科
学

・東日本大震災を踏まえて、地震
研究の在り方を再検討した上で、
本計画が最善のものとなっている
ことについて明確に説明する必要
がある。
・本計画が、地震予測に貢献する
かなど、その意義について国民の
理解を得る必要がある。

文部科学省におい
て、日本海溝及び
南海トラフにおける
海底地震・津波観
測網の整備につい
て、平成24年度予
算に190億円、平成
23年度補正予算に
約77億円が計上さ
れている。

　（新規）

海底地震・地
殻変動観測
網の整備と
海陸地震火
山観測に基
づく地震発生
及び火山噴
火予測研究
の推進

日本周辺のプレート
境界の地震の発生・
ハザード予測のため
の研究を進めるに
は、海底での地震・
地殻変動・津波の観
測データが不可欠。
現在は極めて限られ
たデータしかないの
で、海底地震・地殻
変動観測網を整備す
る。

A

エ
ネ
ル
ギ
ー
・
環
境
・
地
球
科
学

（レーダー）

H24 H25 H26 H33

（衛星）
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H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

H25

H24 H25 H28

H23

評価
①

計画名称 計画概要
分
野

物
質
・
分
析
科
学

・競争力を有する研究チームが連
携することで競争力を確固たるも
のにしようとする試みであり、大規
模研究のプロトタイプとなる可能
性を持つ。
・我が国が強みを有する物質開発
にスポットを当てて、物性物理で
最も重要な点にフォーカスしてい
る計画である。

評価
②

・国土の状況からポテンシャルが
高いとされる地熱エネルギーの利
用に向けた研究計画として意義が
ある。

主な課題・留意点等 備考

・ネットワークにおける実施主体の
明確化や経費の見積もりの精査
など、計画をブラッシュアップする
必要がある。
・各拠点の集合体がどのように機
能するのか不明確であり、個々の
装置のアップグレードだけにとど
まることが懸念される。
・連携機関間が離れており、まず
は５拠点程度から体制を整備する
ことが必要。
・社会や国民の理解を得つつ、産
業界との情報共有を図りながら進
める必要があるため、広報機能を
強化する仕組みの構築が必要。

Ｂ b c

建設期間：
H23－H24

運用期間：
H23－

初期投資：
 50

運用経費：
5/年

東京大学物性研究所、東
北大学金属材料研究所、
京都大学化学研究所、物
質デバイス領域共同研究
拠点（北海道大学電子科
学研究所、東北大学多元
物質科学研究所、東京工
業大学資源化学研究所、
大阪大学産業科学研究
所、九州大学先導物質化
学研究所）、（独）物質材料
研究機構

B

物質開発ネッ
トワーク拠点

物質科学分野の共同
利用・共同研究拠点
等を中心としたネット
ワーク型連携組織を
構築し、新物質探
索，高品質試料作
製，構造解析，物性
評価の支援を行な
う。また新物質に関
する学術情報を整理
し物質開発活動に資
する。

主な優れている点等

c

カテ
ゴ

リー

【中心機関】
東京大学　大学院新領域
創成創成科学研究科、大
学院工学系研究科、生産
技術研究所

【連携機関等】
東京大学機構海洋アライ
アンス、東京海洋大学、横
浜国立大学、大阪大学、
大阪府立大学、石油天然
ガス・金属鉱物資源機構、
海洋研究開発機構、海上
安全技術研究所、水産総
合研究センター　等

【中心機関】
東北大学、弘前大学、九
州大学、産業技術総合研
究所

【連携機関等】
秋田大学、岩手大学、富
山大学、京都大学、電力
中央研究所、地熱エンジ
ニアリング、地熱技術開
発、石油資源開発、西日
本技術開発　等

実施主体

c

（年次計画）

H25-H35

所要経費
（億円）

計画期間

・「実行組織については検討中」と
あるなど、計画が十分に練られて
おらず、研究者コミュニティの合意
が得られるようにする必要があ
る。
・海外の地熱エネルギー研究や
再生可能エネルギーに関する研
究との比較の独自性・有効性を明
確にする必要がある。
・我が国の強みを更に伸ばすこと
ができるかなど、計画の戦略性等
について一層の説明が必要であ
る。

　（新規）

広領域地熱
システムの
理解とエネル
ギー・資源の
抽出

空間的には開発域の
貯留層に，手法的に
は要素技術に偏って
いた従来研究に対
し，深部熱源や周辺
リチャージ域を含む
広領域地熱システム
を統合的に解明する
とともに，新しいエネ
ルギー・稀少資源開
発技術を創出する。

120-150B

エ
ネ
ル
ギ
ー
・
環
境
・
地
球
科
学

c

・海洋国家である我が国におい
て、海洋理工学への国民的支持
が期待できる。

・「環境調和型海洋理工学」につ
いて、抽象的な提示にとどまって
おり、何をどこまで解明し体系化
するのかを明確にする必要があ
る。
・現段階では、計画の詳細が明ら
かではないように見受けられ、研
究者コミュニティの合意を得る必
要がある。
・我が国の強みを更に伸ばすこと
ができるかなど、本計画の戦略性
等について一層の説明が必要で
ある。

　（新規）

次世代環境
調和型海洋
理工学の創
成

海洋からの資源・エ
ネルギー取得、地球
環境問題等の喫緊の
課題に対し、環境と
の調和に配慮しつつ
国際協力体制の下で
対応するため、大深
度水槽を備える国際
共同研究拠点を整備
し、次世代海洋理工
学の創成に取り組
む。

c
60（建設費40、
人件費10、運
営費10）

H24-H28

エ
ネ
ル
ギ
ー
・
環
境
・
地
球
科
学

H24
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H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

H27

H26 H32 H33

H26 H28 H29

主な課題・留意点等 備考計画名称 計画概要
評価
①

計画期間
（年次計画）所要経費

（億円）
分
野

物
理
科
学
・
工
学

物
理
科
学
・
工
学

a

・まだ計画は十分に詰まっておら
ず、継続して研究者コミュニティや
諸外国の関係者との慎重な協議
が必要。
・LHCの成果等を踏まえつつ、Ｂ
ファクトリー高度化の終了後の計
画として位置づけるべき。
・長期に及ぶ高額な計画であり、
社会的理解が得られるか不明。
・緊急性が明確でなく、関連コミュ
ニティ及び社会や国民のさらなる
理解が得られるよう努力が望まれ
る。

RIBFのRI
ビーム発生
系の高度化
による不安定
核の研究

「RIビームファクトリー
（RIBF）」のRI（放射性
同位元素）ビーム発
生系を高度化し、原
子核物理学の不安定
核物理分野での世界
最先端重イオン加速
器施設としての研究
を国際的に先導す
る。

・不安定ビームを使った核物理学
は宇宙の現象に深く関わってお
り、学問的にも大きく進みつつあ
るため、現行実験をさらに高度化
すべき。
・世界の追い上げが厳しい研究
テーマであり、緊急性は高い。
・国際的に日本の地位は高く、目
指す成果の科学的意義も大きい。

・計画の準備状況が明確でなく、
検出器の精度向上等との関係も
含めて、さらなる検討が必要。
・社会や国民の理解という意味で
は、他国との費用分担等も検討す
べき。また、「新元素創造」といっ
たテーマの方がより魅力的な印象
を受ける。

（独）理化学研究所仁科加
速器研究センター a b

建設期間
H27－H36
運転期間
H37－H46

建設費総額：
6700、年間運
用経費：200

cc

物
理
科
学
・
工
学

A

・他のアプローチとの関係をより
明確にすることが望まれる。
・現行実験T2Kの結果を踏まえ、
J-PARCの高度化計画の状況も
見ながらステップを踏んで推進し
ていく必要がある。
・他国との費用分担等も含め、経
費についての更なる検討が必要。

国際リニアコ
ライダー(ILC)
の国際研究
拠点の形成

国際リニアコライダー
は、アジア・欧州・北
米３極の素粒子物理
研究者の国際協力に
より実現を目指して
いる最高エネルギー
での電子・陽電子衝
突型加速器である。
真空の構造、暗黒物
質の正体、宇宙初期
当時の物理法則を発
見し宇宙の進化を解
明する。

大型先端検
出器による核
子崩壊・
ニュートリノ
振動実験

スーパーカミオカンデ
の20倍となる100万ト
ン級水チェレンコフ検
出器、および10万トン
級液体アルゴン検出
器を用いて核子崩壊
の発見を目指すと同
時に、加速器・宇宙
ニュートリノを用いた
ニュートリノの精密研
究やニュートリノ天文
学研究を行う。

・国際的に日本の地位は高く、目
指す成果の科学的意義も大きい。
・カミオカンデは、「ニュートリノ」の
名前を高めた実績を有しており、
T2Kの結果によって必要となれば
社会や国民の理解を十分に得ら
れる。

c

【中心機関】
高エネルギー加速器研究
機構(KEK)

【連携機関等】
東北大学、東京大学、名
古屋大学、信州大学、京
都大学、広島大学、神戸
大学、広島大学、佐賀大
学　等

建設期間
H26－H32
運転期間
H33－H47

建設費総額：
500−750、年間
運用経費：20

カテ
ゴ

リー
実施主体

A

A

東京大学宇宙線研究所、
高エネルギー加速器研究
機構、東京大学、京都大
学、東北大学、名古屋大
学、神戸大学　等

主な優れている点等
評価
②

詳細設計：
H25、建設：
H26－H28、
据付・開始：
H29

・国際的に日本の地位は高く、目
指す成果の科学的意義も大きい。
・国際協力に関する期待が持て
る。

建設費総額：
150、年間運用
経費：40

・本計画は、独立行
政法人が中心的な
実施主体となるも
のであり、本作業
部会における検討
も参考に、科学技
術・学術審議会の
他の分科会等にお
ける検討が期待さ
れる。
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H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

H22 H32

H29

H23 H29

宇
宙
空
間
科
学

物
理
科
学
・
工
学

物
理
科
学
・
工
学

H25－H34
（建設)
H29－
 (初期運用)
H35－
(本格運用、
30年以上)

b

b

評価
②

a

・本計画は、独立行
政法人が中心的な
実施主体となるも
のであり、本作業
部会における検討
も参考に、科学技
術・学術審議会の
他の分科会等にお
ける検討が期待さ
れる。

太陽系進化
の解明を目
指す宇宙惑
星探査・開発
プログラム

星・惑星系の形成と
進化の法則、特に、
太陽系における地球
と生命の位置づけの
経時的に把握、宇宙
における太陽系の普
遍性と特殊性の理解
のための、月着陸探
査、小惑星サンプル
リターン等の諸計画

・ボトムアップとトップダウンが効
果的に組み合わされた計画であ
り、特徴ある衛星による研究の実
績も認められる。
・太陽系の惑星探査は社会や国
民にとってイメージしやすいテーマ
であり、国民の夢を背負っている
と言える。

・巨額な投資を必要とする計画で
あり、社会や国民に対する積極的
な説明に努めることが望まれる。
・関連コミュニティの規模が大きく
ないことから、将来的に優れた成
果を得るためには人材の育成が
不可欠である。
・今後、国際協力・国際共同の強
化の観点を含めて、コミュニティ全
体で計画の詳細を詰めていく必要
がある。

宇宙航空研究開発機構
(JAXA)宇宙科学研究本部
（ISAS）　等

製作：650、地
上設備：6、運
用費等：21/年

c

H23－H29(複
数プロジェク
トから構成さ
れるため、明
記せず）

A

・国際協力による計画であるもの
の、実施主体が明確であり、共同
利用体制についても十分な実績
を有している。
・宇宙天体に関する知の蓄積は
戦略性の観点から重要である。

・国際的な枠組みの下で検討中
の計画であり、「アルマ計画」の成
果を待つべきである。
・計画の目的に不明確な点があ
り、他の計画との関連も含めて全
体像をより明らかにする必要があ
る。
・コミィニティにおけるさらなる合意
形成と内容のブラッシュアップが
行われることを期待する。

一平方キロ
メートル電波
干渉計
（SKA）計画

国際協力による開口
面積が平方キロメー
トル級の巨大なcm
波・m波帯の長波長
電波干渉計。短波長
電波用のアルマと相
補的。高感度・広視
野・高分解能の観測
で宇宙の基本問題の
解明、広い科学分野
の先端研究を目指
す。

b c

・研究者コミュニティの合意などに
ついて具体性が不明確な点があ
る。
・HPCI（革新的ハイパフォーマン
ス・コンピューティング・インフラ）と
の調整が必要。
・多くの大学等の参加が可能であ
るので、さらに関連コミュニティを
増やしていくべき。

計算基礎科
学ネットワー
ク拠点

物理学・化学を中心
とする計算基礎科学
分野の国内6機関が
連携し，全国的・学際
的な研究体制と，当
該分野のスパコン諸
設備と次世代スパコ
ンを適切に活用する
体制を構築し，最先
端の計算基礎科学を
推進する．

Ｂ

カテ
ゴ

リー

建設費：2000
、 定常運用経
費：200
（日本は各
10％負担）

A 国立天文台　等

高エネルギー加速器研究
機構、筑波大学計算科学
研究センター、国立天文
台、東京大学物性研究
所、自然科学研究機構分
子科学研究所、東北大学
金属材料研究所

運用期間：
H22－H32

運用経費：
41/年

主な優れている点等

・次世代スパコンが完成する今年
度から着手することが望ましく、緊
急性が高い。
・コンピュータ資源や人材のネット
ワーク構築に戦略的な意義があ
る。
・他に措置されている予算と組み
合わせて効率的に研究すること
で、大きな進歩が期待できる。
・計画費用が小額であり、国民の
理解は得られやすい。

計画名称 計画概要
評価
①

実施主体
所要経費
（億円）

計画期間
分
野

（年次計画）
主な課題・留意点等 備考

H25
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H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

H23 H29

H23 H27

分
野 計画名称 計画概要

カテ
ゴ

リー
実施主体

所要経費
（億円）

計画期間
評価
①

（年次計画） 評価
②

主な優れている点等 主な課題・留意点等 備考

情
報
学

京都大学、東京工業大
学、東北大学

42（初期投資
7、運営費5/
年）

H23-H29 b b

・ハード面の整備が大きく進んで
いる中で、ソフト面としてアルゴリ
ズムの研究開発拠点を形成する
ことに意義がある。

・理化学研究所の「京」プロジェク
トとの関係を明確にする必要があ
る。
・研究開発を進める具体的な方法
を明確にする必要がある。

　（新規）

e-サイエンス
に向けた革
新的アルゴリ
ズム基盤

第4の科学の方法論
として重要なe-サイ
エンスの確立のため
に、諸分野におい
て、従来手法では解
決不可能な大規模な
問題を数理解析に基
づく革新的なアルゴリ
ズムによって解決す
る共同研究拠点の構
築を目指す。

B

H23-H27 b b

・社会における課題解決に向け
て、実空間情報の共通基盤を構
築する計画であり、世界的にユ
ニークな研究として期待できる。

　（新規）

国民生活を
支える実空
間型情報学
基盤の研究
計画

国民生活を支えるた
めに、実空間中のモ
ノや人や環境から生
まれる膨大な状況情
報をリアルタイム・高
効率で取り扱える、
「実空間型基礎情報
学」を確立し、実証ク
ラウドを実現し、各種
応用と連携した実験
を実施する。

B
情
報
学

【中心機関】
東京大学、京都大学、青
山学院大学、奈良女子大
学、法政大学、横浜国立
大学、情報通信研究機
構、ATR、土木研究所、国
土技術政策総合研究所、
YRP UNL　等

【連携機関等】
日立製作所、富士通、
NTT、鹿島建設、大林組、
JR東日本、総務省、国土
交通省、国土地理院、東
京都、アジア無錫、EU
FP7　等

100（初期投資
3、システム開
発費35、運営
費12.4/年）

・本計画の学術的な意義や成果を
明らかにする必要がある。
・本計画は、社会の在り方、行政
サービスの在り方とも密接に関わ
る分野である。
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３．現在推進中の計画（６計画）

　　「１．基本的な要件が満たされており、一定の優先度が認められる計画（１６計画）」から、予算化に伴い削除された計画（３計画）

計画期間
評価
①

評価
②

進捗状況
（主な予算措置の状況）

分
野

計画名称 計画概要
カテ
ゴ

リー
実施主体

所要経費
（億円）

・最先端研究基盤事業（文部科学省）により、10,000百万円（平成22年度7,500百万円、平成23年度1,050百万円、平成24年度
1,450百万円）が措置され、陽電子リングの真空システム及び電磁石システムの改造を開始した。

a aA

【中心機関】
高エネルギー加速器研究
機構

【連携機関等】
東京大学、名古屋大学、
東北大学　等

建設費総額：
350、
年間運用経
費：70

建設期間
H22－H25
運転期間
H25－H32

物
理
科
学
・
工
学

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

（一部予算化
に伴い削除）

KEKBのビーム衝突
性能を40倍増強する
ことによって、宇宙初
期に起こったはずの
極めてまれな現象を
再現し、そこに現れる
未知の粒子や力の性
質を明らかにする。
それによって、新しい
物理法則の全容解明
を図り、宇宙から反
物質が消えた謎に迫
る。

H21－H25
（建設期間）
H25－H28(第
一期運用)

a a
・宇宙航空研究開発機構の運営費交付金により、3，108百万円（平成22年度100百万円、平成23年度3,008百万円　※いずれも
運営費交付金中の推計額）が措置され、衛星の試作・建設を実施。

宇
宙
空
間
科
学

アストロ-H
（ASTRO-H）
計画

（一部予算化
に伴い削除）

宇宙のダイナミックな
進化とエネルギー集
中過程の解明を目指
し、X線超精密分光と
広帯域観測により銀
河団内部の高温ガス
の運動を測定し、厚
い周辺物質に隠され
た巨大ブラックホー
ルの誕生と成長の過
程を明らかにする

A

【中心機関】
宇宙航空研究開発機構

【関係機関】
NASA、名古屋大学、愛媛大学、
首都大学、金沢大学、埼玉大
学、理化学研究所、SRON、大阪
大学、京都大学、東京大学、
Stanford U.、広島大学、早稲田
大学、青山学院大学、ESA、Yale
U.、Wisconsin U.、STScI、MIT、
MPI-K、県立ぐんま天文台、工学
院大学、神戸大学、Columbia
U.、CEA-DSM-IRFU、CfA、
Harvard、Saint Mary’s U.、
Durham U.、Dublin Institute for
Advanced Studies、中央大学、
中部大学、筑波大学、東京工業
大学、東京理科大学、東邦大
学、奈良女子大学、日本大学、
日本福祉大学、物質材料機構、
Michigan U.、宮崎大学、U.
Geneva、U. Maryland　等

製作：約167、
運用費等：４/
年

・最先端研究基盤事業（文部科学省）により、9,800百万円（平成22年度2,200百万円、平成23年度4,100百万円、平成24年度
3,500百万円）が措置され、レーザー干渉計の建設を開始。

a aA

【中心機関】
東京大学宇宙線研究所

【連携機関等】
国立天文台、高エネル
ギー加速器研究機構、東
京大学理学系研究科、東
京大学新領域研究科、電
気通信大レーザーセン
ター、産業総合研究所、東
京大学地震研究所、大阪
市立大学理学研究科、京
都大学理学研究科

建設費：155、
運用経費：
4.32/年

H23－H27
（建設）
H28－H29
（試運転）
H30－
(運用(10年
以上)）

物
理
科
学
・
工
学

大型低温重
力波望遠鏡
（LCGT）計画

（一部予算化
に伴い削除）

人類がいまだ観測し
たことがない重力波
を捉える超高感度
レーザー干渉計を建
設し、世界初検出を
目指す。７億光年先
まで観測可能な感度
を実現するために、
世界で初めて冷却し
た鏡を用い、地下設
置とする。
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　　「２．上記１以外の計画（３０計画）」から、予算化に伴い削除された計画（３計画）

エ
ネ
ル
ギ
ー
・
環
境
・
地
球
科
学

全地球生命
史解読と地
下生物圏探
査計画

（一部予算化
に伴い削除）

生物が進化の過程
で、炭素や窒素など
の物質循環の一翼を
担ったため、地球環
境に大きな影響を及
ぼすようになった。こ
の関係について全地
球生命史を地下生物
圏の活動も包括した
形で解読する。

B

東北大学、東京工業大
学、東京大学、京都大学
霊長類研究所、九州大
学、東洋大学、東邦大学、
国立科学博物館、海洋研
究開発機構　等

初期投資：
300、年度経
費：50×10年

H24－H33

エ
ネ
ル
ギ
ー
・
環
境
・
地
球
科
学

「エネル
ギー・環境技
術国際研究
拠点（Solar
Quest）」計画

（一部予算化
に伴い削除）

既存の研究組織を核
に太陽光・風力・バイ
オマスなどのハイブ
リッド再生可能エネ
ルギー技術、貯蔵・
輸送技術、ウィルス
感染症によるパンデ
ミック対策等の環境リ
スク低減技術などの
総合的研究を計画

B

東京大学、大阪大学、兵
庫県立大学、名城大学、
九州工業大学、産業技術
総合研究所、シャープ、新
日本石油、京都大学、早
稲田大学、ソニー、アイシ
ン精機、東レ、住友化学、
太陽誘電、リコー、近畿大
学、神奈川科学技術アカ
デミー、パナソニック電工、
TOTO、三井化学、昭和タ
イタニウム　等

設備費：12、
運営費等：86

H19－H26

進捗状況
（主な予算措置の状況）

評価
①

評価
②

カテ
ゴ

リー
実施主体

所要経費
（億円）

計画期間
分
野

計画名称 計画概要

H22－H25：
初期投資期
間
H26－H31：
運転・運用期
間

b a
・最先端研究基盤事業（文部科学省）により、熊本大学に600百万円（平成22年度253百万円、平成23年度147百万円、平成24年
度200百万円（予定））が措置され、遺伝子改変マウスの臓器別の詳細な表現型を解析できる装置群を整備。

生
命
科
学

先進的医学
研究のため
の遺伝子改
変動物研究
コンソーシア
ムの設立

（一部予算化
に伴い削除）

多くの疾病には遺伝
子機能の異常が関係
しており、遺伝子機
能の解明は創薬に直
結する．機能解明に
最も有効な手段であ
る遺伝子改変動物の
利用促進のため、4
大学が中心となり系
統的な作製・解析・供
給を行う。

Ｂ

東京大学医科学研究所、
大阪大学微生物病研究
所、熊本大学生命資源研
究・支援センター、九州大
学大学院医学研究院附属
動物実験施設

160
初期投資：70、
年間運営費
等：10年で90

・革新型太陽電池国際研究拠点整備事業(経済産業省)により、東京大学、産業技術総合研究所、東京工業大学等に3,970百万
円
（平成22年度1,910百万円、平成23年度2,060百万円）が措置され、東京大学に量子ドット型太陽電池、多接合型太陽電池等の
製造設備を整備。

・最先端研究基盤事業（文部科学省）により、4,750百万円（平成22年度3,500百万円、平成23年度1,250百万円）が措置され、海
洋研究開発機構・高知コア研究所の高度化（海底下の実環境を再現してコア試料を解析・分析する装置の整備）や、地球深部
探査船「ちきゅう」のコア採取機能の高度化等を開始。

・次世代研究開発支援プログラム（（独）日本学術振興会）により、164百万円（平成22年度から平成25年度）が措置され、海洋研
究開発機構・高知コア研究所におけるコア試料の研究や、海底下微生物生態系を利用したエネルギーの生成に関する研究を開
始。

c c

c c

- 3
1
 -



- 32 -



 

 

 

 

参 考 資 料 
 

 

 

 

○ 学術研究の大型プロジェクトに関する作業部会の設置について ・・・・ 35 

 

 

 

○ 科学技術・学術審議会 学術分科会 研究環境基盤部会  

学術研究の大型プロジェクトに関する作業部会 委員名簿 ・・・・・・ 36 

 

 

 

○ 科学技術・学術審議会 学術分科会 研究環境基盤部会  

学術研究の大型プロジェクトに関する作業部会の審議経過 ・・・・・・ 37 

 

 

 

○ マスタープランの小改訂について・・・・・・・・・・・・・・・・・・  38 

 

 

 

- 33 -



 

- 34 -



 

学術研究の大型プロジェクトに関する作業部会の設置について 

 

 

平 成 ２ ３ 年 ３ 月 ２ 日 

科 学 技 術 ・ 学 術 審 議 会 

学術分科会研究環境基盤部会 

 

 

１．趣旨 

学術研究の大型プロジェクトに関して、中長期的な視点も含めて計画的な推

進を図るための方策について、専門的見地から検討を行うため、研究環境基盤

部会の下に「学術研究の大型プロジェクトに関する作業部会」を設置する。 

 

２．検討事項 

①学術研究の大型プロジェクトの推進のための方策 

②その他関連する事項  

 

３．庶務 

 作業部会の庶務は、関係課室の協力のもと、研究振興局学術機関課において

処理する。 
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科学技術・学術審議会 学術分科会 研究環境基盤部会 

学術研究の大型プロジェクトに関する作業部会 

委員名簿 

（◎：主査） 

（臨時委員：５名） 

 岡田 清孝   自然科学研究機構理事、基礎生物学研究所長 

 川合 知二   大阪大学産業科学研究所教授 

 平  朝彦   独立行政法人海洋研究開発機構理事 

 瀧澤美奈子   科学ジャーナリスト 

 西尾章治郎   大阪大学大学院情報科学研究科教授 

 

（専門委員：７名） 

◎ 飯吉 厚夫   中部大学理事長・総長 

 海部  宣男   放送大学教授 

 佐藤 勝彦   自然科学研究機構長 

 塚本 桓世   東京理科大学理事長 

 長田 重一   京都大学大学院医学研究科教授 

 永宮 正治   Ｊ－ＰＡＲＣセンター長 

 横山 広美   東京大学大学院理学系研究科准教授 

 

（平成２４年３月１日現在） 
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科学技術・学術審議会 学術分科会 研究環境基盤部会 

学術研究の大型プロジェクトに関する作業部会の審議経過 

 

 

第５０回研究環境基盤部会（平成２３年３月２日開催）において、同部会の下に「学術研

究の大型プロジェクトに関する作業部会」の設置を決定。 

有川部会長より、飯吉主査をはじめ１２名の委員を指名。飯吉主査より、主査代理として

塚本委員を指名。 

これまでの経過と主な審議内容は以下のとおり。 

 

 

第２２回：平成２３年１１月４日（金） 

○「ロードマップ」の改訂等について審議 

 

 

第２３回：平成２４年２月２２日（水） 

○「マスタープラン２０１１」に新たに追加された計画のヒアリング 

  ・人文・社会科学      （１計画） 

  ・生命科学         （５計画） 

  ・エネルギー・環境・地球科学（７計画） 

  ・情報科学         （２計画） 

 

 

第２４回：平成２４年３月２１日（水） 

○「ロードマップ」の改訂（案）について決定 

 

～意見募集の実施～ 
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マスタープランの小改訂について 

（「報告 学術の大型施設計画・大規模研究計画マスタープラン２０１１」（平成２３年９月２８日  
日本学術会議科学者委員会学術の大型研究計画検討分科会）より抜粋） 

 
 
１ 本報告の背景と目的 

 

 (3) マスタープラン小改訂の必要性と方針 

（中略）「マスタープラン2010」に盛られたマスタープランは、内外の科学者コミュニティならび

に学術の推進体制、及び今後の発展にも大きな影響を及ぼした。 

なお「マスタープラン2010」には、「大型計画（大型施設計画ならびに大規模研究計画を指す。）

のマスタープランは国際情勢、学術環境、社会的要請などにより俯瞰的な視点からその科学的意

義・妥当性・必要性を継続的に評価・検討し、適切な選定プロセスにより定期的に策定しなおす必

要がある」と述べられている。「マスタープラン2010」は全分野を網羅した科学者コミュニティによ

る大型計画マスタープランのわが国初の策定であり、分野によっては十分な検討ができなかったとの

意見もある。実際これを契機として、各分野の科学者コミュニティでは議論と検討が活発化し、継続

している。さらに大型計画の推進・総合化に向けた方策検討のため、本分科会においても引き続きマ

スタープランのあり方について審議を行い、またフォローアップを進めるべきである。これらの実

情を勘案し、本分科会は初回の今回のみ、１年目の小規模な改訂を行い、３年目毎を目途として本格

的な改訂を行う方針を定めた。本報告『学術の大型施設計画・大規模研究計画マスタープラン2011

年」は、「マスタープラン2010」で公表したマスタープラン43計画を上記の事情を踏まえて再検討

するものであり、「１年目の小改訂」にあたる。 

本報告で公表する小改訂の主旨は、主に次の二点である。 
第一点は、既に述べた「提言」の方針に沿い、特に大型計画の組織的検討が前回十分間に合わなか

った分野を中心として、新たな大型計画の要求や準備状況等を把握した上で「マスタープラン2010」

の計画の一部見直し、またマスタープラン掲載に適切と評価される新規計画の追加や既存計画の修正

等を行うことである。その際には、「本分科会でのマスタープラン作成は、各計画を純粋に科学的視

点に立って評価し、妥当性・必要性の検討を行うもので優先順位を付けるものではない」との分科会

方針を引き続き堅持する。また、「マスタープラン2010」における初回のリストアップで用いられた

大型施設計画・大規模研究計画の「リストアップ基準」をそのまま踏襲することはもちろん、分野の

大きな変更等も行わないこととした。 

第二点目は、「マスタープラン2010」のマスタープランに盛られた43計画のうち10計画について、

文部科学省「最先端研究基盤整備事業」などによる予算措置が2010年度より何らかの形で行われ、

結果としてかなりの計画が実施に移され、ないしは一部計画変更が必要になったことである。マスタ

ープランは、計画の予算化がまだ行われていないものを基本的に対象としているので、相当規模の予

算化がされた計画についてはプランから外すのが適当である。したがって、1年目ではあるが「マス

タープラン2010」に一定程度の変更を加える必要が生じた。 

なお、新たな計画の必要性や、各学術分野コミュニティでの議論・検討の進展もあるものの、策定

１年目の小改訂であることを踏まえ、研究計画数の大幅な増加は想定しないこととした。また、「計

画を実施する主体組織が明確で、かつ責任を果たす用意があること」、「推進体制が妥当であり透明

性が確保されていること」との大型計画のリストアップ基準を遵守していることがより明確となるよ

う、本小改訂よりマスタープラン一覧表に実施主体機関名と提案責任者名を記載することにした。 
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２ 「マスタープラン2011」における小改訂の実施 

 

(1) 調査 

日本学術会議のマスタープラン作成は、分野コミュニティの合意に基づいて提案された優れた大型

計画を純粋に科学的視点に立って評価し、妥当性・必要性の検討・評価を行うことであり、予算に関

わる順位付けを行うものではない。そのことを明確にしつつ、かつ大型施設計画・大規模研究計画そ

れぞれのリストアップ基準は前回（「マスタープラン 2010」で公表したマスタープラン選定のための

第１回・第２回調査）を踏襲することを前提として、今回の小改訂のための第３回調査を行った。調

査対象は前回同様、研究所を持つ大学、および国公立・独立行政法人・大学共同利用機関法人の研究

機関である。調査内容としては、①大型施設計画（建設費総額が数十億円以上の施設の建設・共同利

用を行う科学の最先端を切り開く大型研究施設の計画）、②大規模研究計画（大規模な研究基盤設備

の設置、研究ネットワークの構築あるいは膨大な研究データの集積など、多数の研究者を長期的に組

織した大分野の根幹となる総額が数十億円以上の大型計画）に相当する計画で、それぞれのリストア

ップ基準に達しているものが対象である。その結果、双方合わせて107件の新規計画が提案された。 

 
(2) ヒアリング 

これを受けて本分科会は、既存の 43 計画、新規 107 計画ともにヒアリングを実施し、分野ごとの

総合的・俯瞰的状況を分科会として十分に共有できるようにした。ただし新規計画については、リス

トアップ基準を遵守し、この基準に基づいてヒアリングすべき候補計画を精選した。またヒアリング

の説明者は、可能な限り当該計画と直接の利害関係を持たず、かつ俯瞰的に広い分野を見わたすこと

ができる日本学術会議内外の研究者に依頼した。各説明者はそれぞれ若干数の計画（既存 43 計画も

含む）について、レビューを行った。内容については、分野の全般的動向（国際状況を含む）と現況

分野の各大型計画の概要、科学目標、意義、実現可能性、国際協力、コミュニティ合意状況・準備状

況等を、当事者の利益代表ではなく関連有識者の立場からの大局的かつ高所的説明を行うものであっ

た。 

 
(3) 分野名の見直し 

小改訂においては、前回と同様に７分野を想定し、分類の基準とした。ただし、「情報インフラス

トラクチャー」に関しては、日本学術会議情報学委員会における検討を受けて審議した結果、今回は

分野名を「情報学」に改訂した。今回の小改訂に含まれる各分野は、以下のとおりである。 

 (1) 人文・社会科学 

(2) 生命科学 

(3) エネルギー・環境・地球科学 

(4) 物質・分析科学 

(5) 物理科学・工学 

(6) 宇宙空間科学 

(7) 情報学 

 
(4) 選定結果 

ヒアリングには合計33名の各分野を代表する研究者にご協力頂き、既存計画もすべて含む慎 

重な議論を行った。それに続く審議の結果、「マスタープラン2010」の43計画からは、最先端研究基

盤事業の予算化等で計画がスタートした６計画を今回除外した。また同じく43計画のうち６計画は、

分化等により新規計画に転換することとした。一方、人文・社会科学、生命科学、エネルギー・地球・

環境科学、情報科学などの分野での検討を踏まえ、新規計画の中から10計画、また旧計画から分化・

分割により提案された５計画を、新たに含めることとした。結果として、旧43計画の12計画に替え

て、15計画を新規に加えることで、合計46計画のマスタープランとして提示するものである。（中略） 
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なお「マスタープラン2011」の分野別計画数は以下の通りである（前回→今回）。 

 

(1) 人文・社会科学分野： 3計画 →  4計画 

(2) 生命科学分野： 11計画 → 14計画 

(3) エネルギー・環境・地球科学分野： 8計画 →  9計画 

(4) 物質・分析科学分野： 4計画 →  4計画 

(5) 物理科学・工学分野： 11計画 →  9計画 

(6) 宇宙空間科学分野： 4計画 →  3計画 

(7) 情報学分野： 2計画 →  3計画 

合計： 43計画 → 46計画 
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３ 学術の大型施設計画・大規模研究計画のリストアップ基準  
 
本分科会における大型施設計画および大規模研究計画の取りまとめに際しては、「マスタープラン

2010」における基準を遵守し、以下の各項目を基本的にクリアしていることをリストアップの要件とす

ることにした。リストアップに際しては、わが国の科学者コミュニティの状況をもとに、ESFRI や DOE

による分野分類も参考として７つの分野に分け、分野間のバランスにも留意した。経費基準については、

大型施設計画は施設建設費総額百億円以上(分野によっては数十億円も対象)とし、大規模研究計画は初

期投資および運営費等の経費を含め、総額数十億円以上の経費を必要とする計画とした。以下に、大型

施設計画と大規模研究計画のリストアップ基準を記す。 

 

(1) 学術の大型施設計画リストアップ基準 

①  定義：  
大型の研究施設・設備を建設･運用することで科学の最先端を切り開く研究計画。 

②  予算：  
運営費を除く建設費総額がメドとして百億円（物質科学など分野によっては、数十億円）を超

える規模の計画であること。 
③  科学的目標： 
  明確な科学目標により、真理を探究し人類の知的資産を拡大する計画であること。 
④  国際的水準・国際連携： 
  世界状況に照らし十分な先進性と独自性を持ち、効果的国際連携が可能であること。 
⑤  研究者コミュニティの合意： 
  研究者コミュニティの十分な検討と議論を経て合意が形成された計画であること。 
⑥  計画の実施主体： 
  計画を実施する主体組織が明確であり、かつ責任を果たす用意があること。 
⑦  共同利用体制： 
  完成後、共同利用運用などコミュニティによる効果的利用が期待できること。 
⑧  計画の妥当性・透明性： 
  全体として実現性・計画性・推進体制が妥当であり、透明性が確保されていること。 

 
(2) 学術の大規模研究計画リストアップ基準 

① 定義： 
大分野の根幹となる大型計画であり、大規模な研究基盤設備の設置、研究ネットワークの構築

あるいは膨大な研究データの集積を行い、これらを運用することで科学の最先端を切り開く研

究計画であること。 
② 予算： 

初期投資および運営費等の経費を含め、総額数十億円以上の経費を必要とし、科学研究費補助

金等では実施が困難な研究計画であること。なお、分野により必要とする予算規模は異なるの

で、上記の総額は一つの目安と考えて良い。 
③ 科学的目標： 

明確な科学目標により、真理を探究し人類の知的資産を拡大する研究計画であること。 
④ 国際的水準： 

世界状況に照らして十分な先進性と独自性を持ち、わが国として推進すべき研究計画であるこ

と。 
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⑤ 研究者コミュニティの合意： 
研究者コミュニティの十分な検討と議論を経て合意が形成された研究計画であること。 

⑥ 計画の実施主体： 
計画を実施・推進する主体組織の体制が明確であり、かつ責任を果たす用意があること。 

⑦ 共同利用体制： 
完成後、共同利用・運用などコミュニティによる効果的利用が期待できること。 

⑧ 計画の妥当性・透明性： 
全体として実現性・計画性・推進体制が妥当であり、透明性が確保されていること。 
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